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熊本県議会 経済常任委員会会議記録第 ５ 回

平成20年２月26日（火曜日）

午前10時１分開議

午後０時９分休憩

午後１時10分開議

午後２時55分閉会

本日の会議に付した事件

議案第１号 平成19年度熊本県一般会計補

正予算(第10号）

議案第３号 平成19年度熊本県中小企業振

興資金特別会計補正予算(第１号）

議案第15号 平成19年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計補正予算

（第３号）

議案第19号 平成19年度熊本県電気事業会

計補正予算(第２号）

議案第20号 平成19年度熊本県工業用水道

事業会計補正予算(第２号）

議案第21号 平成19年度熊本県有料駐車場

事業会計補正予算(第２号）

議案第23号 平成20年度熊本県一般会計予

算

議案第25号 平成20年度熊本県中小企業振

興資金特別会計予算

議案第31号 平成20年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計予算のうち

議案第38号 平成20年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備事業等特別会計予算

議案第42号 平成20年度熊本県電気事業会

計予算

議案第43号 平成20年度熊本県工業用水道

事業会計予算

議案第44号 平成20年度熊本県有料駐車場

事業会計予算

議案第62号 熊本県職業能力開発審議会条

例の一部を改正する条例の制定について

議案第63号 熊本県立職業能力開発校条例

の一部を改正する条例の制定について

議案第64号 熊本県立技術短期大学校条例

の一部を改正する条例の制定について

議案第85号 指定管理者の指定について

閉会中の継続審査事件について

報告事項

①商工観光労働部における平成20年度の行

財政改革の取り組みについて

②上海物産展・商談会実施報告

③原油価格高騰に係る金融支援について

④新・観光パートナーシップアクションプ

ラン（仮称）について

⑤熊本県物産振興戦略について

⑥企業局における平成20年度の行財政改革

の取り組みについて

出席委員（８人）

委 員 長 松 田 三 郎

副委員長 池 田 和 貴

委 員 鬼 海 洋 一

委 員 馬 場 成 志

委 員 城 下 広 作

委 員 田 代 国 広

委 員  田 大 造

委 員 山 口 ゆたか

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

部 長 島 田 万 里

総括審議員兼次長 渡 邊 昇 治

次 長 中 川 芳 昭

商工政策課長 宮 尾 尚

産業支援課長 前 田 正 夫

経営金融課長 藤 好 清 隆

企業立地課長 小野上 典 明
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観光物産総室長 守 田 眞 一

観光物産総室副総室長 松 岡 岩 夫

労働雇用総室長 井 手 義 隆

労働雇用総室副総室長 松 永 康 生

労働雇用政策監

兼産業人材育成室長 辻 本 英 子

企業局

総括審議員兼次長 平 野 芳 久

総務経営課長 中 園 幹 也

工務課長 山 下 真 治

労働委員会事務局

局 長 井 公 男

審査調整課長 佐 伯 康 範

事務局職員出席者

議事課課長補佐 中 村 時 英

政務調査課主幹 堀 田 政 一

午前10時１分開議

○松田三郎委員長 皆さんおはようございま

す。

ただいまから第５回経済常任委員会を開会

いたします。

まず、本日の委員会に３名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。

本委員会に付託された議案を議題とし、こ

れについて審査を行います。

議事次第のとおり、初めに、平成19年度補

正予算について執行部からの説明を求めた

後、質疑、採決を行い、次に、平成20年度当

初予算及びその他の議案について執行部から

の説明を求めた後、質疑、採択を行いたいと

思いますが、これに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認めます。

よって、それに従い進めてまいりたいと思い

ます。

それではまず、議案について、商工観光労

働部、企業局、労働委員会の順で説明を受け

ます。

初めに、島田部長から総括説明をお願いし

ます。

御説明は、一度立っていただいて、その後

着席のままで結構でございます。

○島田商工観光労働部長 着席して説明させ

ていただきます。

今回、商工観光労働部が御提案いたしてお

ります案件は、補正予算関係３議案、当初予

算関係４議案及び条例等関係４議案でござい

ます。

まず、平成19年度補正予算案について御説

明をいたします。

本補正予算案では、企業立地促進費補助や

制度融資における県信用保証協会の代位弁済

発生に伴う損失補償について、それぞれ９億

9,000万円余と２億3,447万円余の増額補正を

お願いしております。また、観光施設整備資

金融資の見込み減に伴う１億6,490万円余の

、 、 、減額のほか 経費節減 職員給与の補正など

補正予算全体としては５億6,290万円余の減

額補正をお願いしております。

これら補正額と現計予算額を加えた当部関

係平成19年度予算は、337億2,634万円余とな

ります。

次に、平成20年度当初予算についてでござ

いますが、３月に知事選挙が実施されますこ

とから、今回は、人件費等の義務的経費、継

続的な事業実施に要する経費及び知事選後に

補正予算が編成されるまでに予算執行が必要

な経費を中心とした骨格予算となっており、

一般会計263億7,385万円余、特別会計42億1,

276万円余、総額で305億8,662万円余となっ

ております。

ここで、予算の内容について説明いたしま

す前に、県内の景気・雇用情勢について御説

明申し上げます。

日本銀行熊本支店が１月末に発表した金融

経済概観によりますと「緩やかな回復を続け
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ているが、企業収益、景況感の改善に足踏み

が見られる」と、一時期よりもやや後退した

表現となっております。

特に、県内企業の大部分を占める中小企業

にとりましては、企業間の競争激化や素原材

料価格の高騰などにより、依然として厳しい

経営環境が続いております。

また、雇用面では、全体としては緩やかな

改善を続けているものの、県全体の有効求人

倍率はここ数カ月低下し、また、全国と比較

して厳しい状況が続くなどの課題を抱えてお

ります。

こうした中にあって、商工観光労働部とし

ましては、平成20年度、次の３つの基本的方

向性のもと、産業の振興や雇用対策に取り組

むこととしております。

初めに、熊本県中小企業振興基本条例の趣

旨を踏まえ、意欲ある中小企業を支援する取

り組みをより一層推進したいと考えておりま

す。

また、景気、雇用の回復基調を確実なもの

とし、県経済の発展につなげるとともに、将

来の税財源の涵養を図るため、ものづくり、

セミコンダクタ、バイオの３つのフォレスト

構想と、自動車関連産業、ソーラー産業、情

報サービス産業の３つの戦略の着実な推進や

企業誘致、産業人材の育成等に取り組むこと

としております。

さらに、３年後に迫った九州新幹線鹿児島

ルートの全線開業を踏まえた観光の振興にも

引き続き取り組みたいと思っております。

以下、予算の主な内容について、分野ごと

に御説明申し上げます。

まず、商業につきましては、まちづくり３

法の改正を踏まえた市町村の取り組みや、商

店街の魅力づくりなど中心市街地等の活性化

を支援してまいります。

工業につきましては、３つのフォレスト構

想と３つの戦略を推進するため、産学行政連

携の一層の推進や企業の新分野進出、研究開

発の支援、産業人材の育成等に取り組むこと

としております。

あわせて、中小企業の技術支援体制の充実

を図るため、産業技術センター本館等整備を

着実に推進するとともに、戦略的な企業誘致

や、誘致企業との連携等による地場企業への

波及効果の拡大、制度融資による中小企業へ

の円滑な資金提供等に努めてまいります。

次に、観光については、ＫＡＮＳＡＩ戦略

との連携を図りながら、本県のＰＲ等に取り

組むとともに、東アジアを中心とした外国か

らの観光客を呼び込むための施策を推進して

まいります。

最後に、雇用対策につきましては、県内に

おける厳しい雇用状況に対応するため、雇用

機会の拡大を初め、若年者、障害者、高齢者

等の就業支援に引き続き取り組んでまいりま

す。

以上の予算案のほか、条例等議案として、

熊本県職業能力開発審議会条例の一部を改正

する条例の制定や指定管理者の指定等につい

て御提案をいたしております。

また、本日は、このほか、商工観光労働部

における平成20年度の行財政改革の取り組み

についてほか４件について御報告させていた

だくことといたしております。

詳細につきましては、担当課長が説明いた

しますので、よろしく御審議いただきますよ

うお願い申し上げます。

○松田三郎委員長 次に、商工観光労働部各

課長の説明を受けます。

まず、宮尾商工政策課長。

○宮尾商工政策課長 商工政策課長でござい

ます。よろしくお願いいたします。

経済委員会説明資料(平成19年度２月補正

予算)をお願いいたします。

めくっていただきまして、１ページ目が２

月補正予算の総括表でございます。ただいま
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部長から説明したとおりでございます。

説明資料の２ページ目をお願いいたしま

す。

商工政策課関係でございますが、まず、商

業総務費の職員給与で377万円余の減となっ

ておりますが、職員給与費につきましては、

予算編成時の職員数で次年度の当初予算額を

算定いたします関係で、４月の定期異動等に

よりまして、予算と実際の給与費に違いが生

じます。当課で申し上げれば、昨年２月の職

員数は34名でありましたが、４月の異動で１

名減となり、残りの職員も異動が生じており

ます。このため、毎年２月議会で、現在の職

員給与費で算定した額に補正をお願いするも

のでございます。

以下、補正予算の職員給与費につきまして

は、各課同様でございますので、各課からの

説明は省略させていただきます。よろしくお

願いいたします。

次に、商業指導費の542万円余の減額につ

いてでございますが、１元気な商業づくり総

合支援事業につきましては、主に補助対象事

業費の減額に伴う減でございます。２商工政

策リサーチ事業、３商工業企画調整費につき

ましては、いずれも部及び課の調整事務費で

ございますが、経費節減としております。経

費節減としておりますのは、大変厳しい財政

状況の中、予算の執行段階におきましても、

事業の実施方法等について検討を行い、予算

の効率的、効果的な執行に取り組むことによ

って、経費の圧縮を図ったことによる減額で

ございます。

以下、経費節減に伴う減となっております

のは各課同様の内容でございますので、よろ

しくお願い申し上げます。

次に、貿易振興費の81万円余の減額につき

ましては、ただいま御説明いたしました経費

節減に伴う減でございます。

３ページをお願いいたします。

中小企業振興費のうち、まず、中小企業団

体等補助金の63万円余の減額につきましてで

ございますが、組織化事業費補助として、熊

本県中小企業団体中央会に対して補助を行っ

ております。この補助対象事業費の減額に伴

う減でございます。

次に、中小企業振興指導事業費の１億30万

円余の減額についてでございますが、小規模

事業対策事務費につきましては経費節減でご

ざいますが、サービス産業振興事業につきま

しては、１億円余の減額は、本年度支出を予

定しておりました立地促進補助金が４月以降

の支出となったために減額を行うものでござ

います。具体的には、ソフトバンクに対する

補助金でございます。

次の小規模事業対策費補助の3,860万円余

の減額でございますが、これは、商工会、商

工会議所、商工会連合会に対する補助で、職

員数等の減によりまして、補助対象事業費に

減額が生じたものでございます。

次に、大阪事務所費の841万円余の減額に

つきましては、職員給与費の補正減と管理運

営費の経費節減に伴う減額でございます。

４ページをお願いいたします。

福岡事務所費の管理運営費12万円余の減額

につきましては、管理運営費は経費節減に伴

う減でございます。２の市町村派遣職員人件

費負担金は、市町村から受け入れております

派遣職員の昇給に伴い、市町村への負担金の

増額をお願いするものでございます。

最後の工鉱業振興費の工業振興費の20万円

余の減額につきましては、産業展示場施設管

理事業の経費節減に伴う減でございます。

以上、商工政策課、１億5,830万円余の減

額補正でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○前田産業支援課長 産業支援課の前田でご

ざいます。恐れ入りますが、座らせていただ

きます。

資料の５ページをお願いいたします。
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まず、農産加工研究指導費になりますが、

96万5,000円の減額をお願いしております。

これは、昨年４月１日、工業技術センター食

品加工研究所及び計量検定所が再編統合し、

新たに産業技術センターとしてスタートいた

しましたが、それまでの食品加工研究所の業

務を継続して行っております農産加工部に係

、 。る経費で 経費節減に伴う減額でございます

次に、中小企業振興費の中小企業振興指導

事業費になりますが、68万7,000円の増額を

お願いしております。これは、県中小企業支

援センター事業に係るもので、派遣職員の人

件費の増によるものでございます。

次に、６ページをお願いいたします。

工鉱業振興費の工業振興費でございます

が、1,245万7,000円の減額をお願いしており

ます。

まず、右側の説明欄の１番に記載がありま

す産業技術センター本館等整備事業につきま

しては、設計委託料の入札残等に伴う減でご

ざいます。

２番目のものづくりフォレスト・自動車関

連産業推進事業につきましては、補助金の交

付決定減に伴います減額でございます。

次の鉱業振興費でございますが、28万円の

減額をお願いしております。これは右側の説

明欄の３つの事業が対象になりますが、いず

れも経費節減に伴う減額でございます。

７ページをお願いいたします。

計量検定費になります。

まず、管理運営費ですが、これは、再編統

合した計量検定所の業務を継続して行ってお

ります計量検定部の管理運営等に要する経費

で、33万2,000円の減額をお願いしておりま

。 。す これは経費節減に伴う減額でございます

次は、産業技術センター費になります。

まず、産業技術センター費の管理運営費で

ございますが、108万4,000円の減額をお願い

しております。これは３つの事業が対象にな

りますが、いずれも経費節減に伴う減額でご

ざいます。

次の８ページをお願いいたします。

次に、試験研究費の1,102万円の減額でご

ざいます。

１番のバイオ・食品研究開発事業につきま

しては、文部科学省の公募事業に応募してお

りましたが不採択になったこと及び経費節減

に伴う減額でございます。

２番のものづくり研究開発事業につきまし

ては、同じく国の公募事業の一部不採択、内

示減及び経費節減に伴う減額でございます。

続きまして、技術指導事業費でございます

が、379万5,000円の減額をお願いしておりま

す。これは、右側の説明欄の１番、３番及び

４番の事業につきましては、経費節減に伴う

減額でございます。

２番の中核企業技術高度化支援事業につき

ましては、今年度予定した備品の購入を平成

20年度に延期したことに伴う減額でございま

す。

次に、９ページをお願いいたします。

新事業創出促進費の129万円の増額でござ

います。新事業創出促進費129万円の内訳と

しましては、新事業創出促進費で65万6,000

円の減額及び10ページの国庫支出金返納金で

194万6,000円の増額でございます。

まず、新事業創出促進費は、右側の説明欄

の１番の新事業創出促進費、２番のセミコン

フォレスト・ソーラー関連産業推進事業及び

３番の産学行政連携推進強化事業につきまし

ては、経費節減及び事業費の減に伴う減額で

ございます。

次に、４番に記載されております創業・新

分野進出推進助成事業、５番のテクノポリス

センター費及び10ページの６番の地域プラッ

トフォーム活動支援事業でございますが、派

遣職員の人件費の増あるいは減によるもので

ございます。

、 。続きまして 10ページをお願いいたします

右側の説明欄の７番に記載されております
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市町村派遣職員人件費負担金につきまして

は、市町村からの派遣職員に係る人件費の負

担金に伴う増額でございます。

次に、国庫支出金返納金の194万6,000円の

増額でございます。これにつきましては、平

成14年度、16年度、17年度の中小企業経営資

源強化対策費補助金の一部取り消しに伴う返

納金の増額でございます。

、 。続きまして 11ページをお願いいたします

債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。

ここに計上しております４件は、いずれも

アドバイザーやコーディネーター等の人材を

年度当初から配置するための業務委託に関し

まして債務負担行為の設定をお願いするもの

でございます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○藤好経営金融課長 経営金融課でございま

す。よろしくお願いいたします。

資料は、12ページからになります。

まず、中小企業振興費の金融対策費でござ

いますが、２億8,982万円余の増額をお願い

しております。

、 、内容は 右の説明欄に記載しておりますが

主なものにつきまして説明をさせていただき

ます。

まず、説明欄３の中小企業金融総合支援事

業1,873万円余でございますが、これは、制

度融資に係ります保証料補助の額が当初予測

を上回る見込みであるために、保証料補助を

増額するものでございます。

次に、５番目の制度融資損失補償２億3,44

7万円余でございますが、これは、制度融資

で、信用保証協会が代位弁済を行った場合に

その一部を県が補てんするものでございまし

て、例年この２月補正で今年度の実績をもと

に計上させていただいているものでございま

す。

次に、13ページの右の説明欄の６――続き

でございますが、６の中小企業無担保クイッ

、ク融資損失補償4,315万円余でございますが

これは平成16年度から18年度にかけまして実

施しましたファイト資金に係るものでござい

まして、先ほどの５の制度融資損失補償と同

様に、保証協会の代位弁済の一部を県が補て

んするものでございます。

次に、災害金融対策費でございますが、28

。 、0万円の減額をお願いしております これは

右の説明欄にありますように、平成11年の台

風18号災害復興資金に係るものでございまし

て、貸付残高の減に伴い減額するものでござ

います。

次に、中小企業指導費の診断指導事業費で

ございますが、258万円の減額をお願いして

おります。これは、右の説明欄にありますよ

うに、事業量の見直しや経費節減等に伴い減

額するものでございます。

次に、14ページをお願いいたします。

中小企業振興資金特別会計繰出金でござい

ます。962万円余の増額をお願いしておりま

す。これは、特別会計におきます高度化資金

貸付金の貸し付け事務費の一部等を一般会計

から繰り出すものでございますが、原資とな

ります運用利息の確定に伴い増額するもので

ございます。

以上、一般会計で２億6,226万円余の増額

補正をお願いしております。

、 。続きまして 15ページをお願いいたします

中小企業振興資金特別会計でございます。

まず、中小企業振興資金助成費の設備貸与

資金貸付金でございますが、１億円の減額を

お願いしております。この貸付金は、県がテ

クノ産業財団に資金を貸し付けまして、財団

で小規模事業者への設備貸与事業を行ってい

るものでございまして、貸し付け実績の減に

伴い減額するものでございます。

次に、元金でございますが、８億2,896万

円余の減額をお願いしております。これは、
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貸付先から返済されます高度化資金の償還金

のうち、中小企業基盤整備機構からの借り入

れに相当する分を同整備機構に償還するもの

でございまして、繰上償還等は、当初見込み

より少なかったために減額を行うものでござ

います。

次に、16ページをお願いいたします。

利子でございますが、571万円の減額をお

願いしております。これも、先ほどの元金と

同様に、中小企業基盤整備機構に償還するも

ので、償還額の減に伴い減額するものでござ

います。

その次の一般会計繰出金でございますが、

３億4,116万円余の減額をお願いしておりま

す。これは、高度化資金の償還金のうち、県

の負担分に相当する分を一般会計に返済、繰

り出しするものでございまして、償還額の減

に伴い減額するものでございます。

以上、特別会計で12億7,839万円余の減額

補正をお願いしております。また、一般会計

と合わせまして、10億1,612万円余の減額補

正となります。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○小野上企業立地課長 企業立地課でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。

説明資料の17ページをお願いいたします。

まず、企業誘致促進対策事業費の９億8,99

5万円余の増額についてでございます。

説明欄をごらんいただきたいと思います

が、１番目の企業誘致事業でございますが、

経費節減に伴います額が56万4,000円ほどご

ざいます。そのほか、現在東京事務所と大阪

事務所にそれぞれ１名ずつ市町村の職員を研

修生として企業誘致専任の職員を配置してお

りますが、本年度からその職員の活動旅費を

当該市町村が負担するということになりまし

たために、その負担金、財源のその他に上げ

、 、ておりますが 75万円を財源といたしまして

歳出予算75万円を増額するということで、差

し引き18万6,000円を増額補正するものでご

ざいます。

次に、２番目の企業立地促進費補助の９億

9,017万円の増額についてでございます。

企業立地促進補助金につきましては、立地

協定の日から数えて５年の間に補助申請をし

ていただくというふうなシステムになってお

りますが、毎年補助申請見込みで予算を組み

立てるところですが、昨年の申請予定の企業

が今年度に申請がずれ込んだりとか等々の理

由によりまして、件数、金額がともにふえた

ということで補正するものでございます。

３番目の総合保養地域民活導入促進事業の

40万円の減並びに次の欄の外資系企業立地促

進事業費の110万円の減額は、経費節減に伴

う減でございます。

18ページをお願いいたします。

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

でございます。

1,069万7,000円の減額補正をお願いしてお

ります。これは工業団地施設整備事業費の減

額補正でございます。起債借り入れの減額に

よるものでございます。

次に、19ページをお願いいたします。

繰越明許費でございますが、現在益城町で

造成中の臨空テクノ工業団地につきまして

は、本年10月ごろの完成を目途に工事を進め

ているところでございますが、当初の用地買

収のおくれ等から、本年度、予定工事の一部

。 、の予算執行が困難になりました そのために

執行済みの事務経費の一部を除きまして、翌

年度に繰り越しをお願いするものでございま

す。

以上、よろしく御審議いただきますようお

願いいたします。

○守田観光物産総室長 観光物産総室でござ

います。よろしくお願いいたします。

20ページをお願いいたします。

観光費のうち、観光客誘致対策事業の506
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万6,000円の増額でございますが、これは、

右の説明欄中１の熊本県観光連盟補助につき

ましては、観光連盟に派遣しております職員

の人件費の見込み額が確定したことに伴う増

額でございます。

２の国際観光振興促進事業及び３の観光ア

クションプラン推進事業につきましては、経

費節減に伴う減額でございます。

４の管理運営費につきましては、市町村か

らの派遣職員に係る人件費の負担増に伴う増

でございます。

次に、観光費のうち、観光基本計画促進費

の１億6,541万1,000円の減額についてでござ

いますが、説明欄１の観光基本計画調査費に

つきましては経費節減に伴う減額でございま

す。２の観光施設整備資金融資につきまして

は、観光旅館、ホテル等の新築や増改築に要

する経費につきまして、金融機関の協調を得

て、長期かつ低利の資金融資を行う事業でご

ざいますが、残債分の繰上償還や借りかえ及

び新規融資申し込みが当初見込みより減額し

たことに伴う預託金の減額でございます。

次に、観光費のうち、観光施設整備事業費

の50万円の減額についてでございますが、こ

れは経費節減に伴う減額でございます。

。 。以上でございます よろしくお願いします

○井手労働雇用総室長 労働雇用総室でござ

います。座って説明をさせていただきます。

資料の21ページをお願いいたします。

まず 労政総務費でございますが 931万8,、 、

000円の減額補正をお願いしております。こ

れは、人事異動に伴います職員給与費及び事

業費の減額並びに財源更正でございます。

職員給与費の減額につきましては省略をさ

せていただきまして、説明欄１の労働行政推

進費、２の県民キャリア形成支援事業、３の

仕事と家庭の両立支援事業につきましては、

それぞれ経費節減、業務委託の入札残、それ

から国庫補助の内示増に伴います財源更正で

ございます。

次の労働調査費につきましては、これも同

じく国庫補助の内示増に伴います財源更正で

ございます。

22ページをお願いいたします。

労働教育費で35万5,000円の減額補正をお

願いしておりますが、これは、説明欄１の中

小企業労務管理改善指導事業における国庫補

助の内示減並びに２の労使関係安定促進事業

で実施しております労働相談員の研修事業費

に係る経費の節減とそれから国庫補助金の内

示減に伴う減でございます。

次に、職業訓練総務費でございますが、1,

091万7,000円の減額補正をお願いしておりま

す。

下段の方の認定訓練事業費でございます

が、右の説明欄に記載しておりますように、

認定訓練事業において経費節減及び訓練生の

減少等によりまして、事業の実績が減少しま

したことに伴います補助金の減額を行うもの

でございます。

次に、23ページでございます。

職業能力開発校費でございますが、8,618

。万5,000円の減額補正をお願いしております

まず、中ほどの職業能力開発校運営費でご

ざいますが、これは高等技術訓練校の寮の賄

い業務に係る業務委託の入札残に伴う減額で

ございます。

次に、下段の職業能力開発事業費でござい

ますが、説明欄１の訓練手当でございます。

これは、訓練手当の支給対象者が当初の見込

みを下回ったことに伴いまして、補助金の減

額を行うものでございます。

２の職業訓練事業費は、高等技術訓練校指

導員の研修事業費の減少に伴う減額でござい

ます。

３の新若年者職業訓練事業につきまして

は、国庫委託金の内示減及び訓練受講者が当

初見込みを下回ったことに伴う減額でござい

ます。
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24ページをお願いいたします。

備考欄４の障害者能力開発事業は、訓練受

講者が当初見込みを下回ったことによる減

額、そして５の総合雇用対策に係る離職者訓

練事業及び６の母子家庭の母等の職業的自立

促進事業につきましては、全額国庫の委託事

業でございますが、国庫委託金の内示減によ

る減額でございます。７の委託訓練事業につ

きましては、自動車教習委託事業の受講者が

見込みを下回ったことに伴います減額でござ

います。

、 、次に 下段の施設等整備費でございますが

これは、高等技術訓練校の教育機器の購入の

入札残を減額するものでございます。

続きまして、25ページでございますが、技

術短期大学校費でございます。1,852万7,000

円の減額補正をお願いしております。

下段の技短の運営費でございますけれど

も、説明欄１の技短の管理運営費は、経費の

節減と清掃、機器保守点検、こういう業務委

託に係ります入札残を減額するものでござい

ます。

２の技術短期大学校教育対策事業は、教育

機器の購入等に係ります入札残を減額するも

のでございます。

26ページをお願いいたします。

失業対策総務費で3,109万2,000円の減額補

正をお願いしております。

まず、雇用対策費でございますが、説明欄

１の適正採用選考推進事業は、経費節減に伴

います減額でございます。

２のシルバー人材センター事業は、市町村

が行います補助対象事業費の減少に伴う減額

でございます。

３の障害者雇用コーディネート事業、４の

若者自立支援事業につきましては、事業の一

部が国のモデル事業に採択されたことに伴い

ます事業費の一部が不用となったために減額

するものでございます。

５の中高年早期再就職支援事業は、業務委

託に係る入札残を減額するものでございま

す。

６の地域雇用対策推進事業は、経費節減に

伴います減額でございます。

７の就業バックアップ事業及び、28ページ

になりますが、８のしごと相談・支援センタ

ー運営費は、経費節減、そして技術講習会の

業務委託に係ります入札残に伴う減額でござ

います。

次に、27ページ下段の中高年齢失業者等雇

用促進費につきましては、説明欄にあります

職場適応訓練事業におきまして、障害者等の

就職困難者の委託訓練において受講者が当初

の見込みを下回ったために、事業費を減額す

るものでございます。

以上、補正予算につきましては、労働雇用

総室全体で１億5,639万4,000円の減額をお願

いしております。

引き続きまして、28ページをお願いいたし

ます。

債務負担行為の設定でございます。

御説明いたします。

まず、１番目のしごと相談・支援センター

関係の業務でございますが、これは、平成20

年度、しごと相談・支援センターにおきまし

て、求職者のためのキャリアカウンセリング

あるいは技術講習会等を実施しているところ

でありますが、これらの際に、子供の一時預

かりを業務委託により行う予定をしておりま

す。４月からの実施に当たりまして、この契

約締結を本年度内の３月までに行う必要があ

るため、債務負担行為の設定をお願いするも

のでございます。

次に、２の障害者就業・生活支援センター

の運営業務でございますが、20年度当初予算

に計上しております障害者の就業と生活を一

体的に支援する就業・生活支援センター事業

におきまして、センターの運営を業務委託で

行うこととしておりますが、同じく４月から

の実施に当たり、この契約締結を本年度内に
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行う必要があるため、債務負担行為の設定を

行うものでございます。

以上でございます。御審議のほどをよろし

くお願いいたします。

○松田三郎委員長 次に、企業局の平野総括

審議員から総括説明をお願いします。

○平野企業局総括審議員 企業局の平野でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

今回、企業局から提案しております電気事

業会計、工業用水道事業会計及び有料駐車場

事業会計の平成19年度補正予算案並びに平成

20年度当初予算案の内容を御説明申し上げま

す前に、各事業の最近の経営概況について御

説明を申し上げます。

まず、電気事業ですが、水力発電につきま

しては、集中豪雨があった７月を除き降雨量

が平年より少なかったことや工事に伴う発電

停止もあり、19年度の供給電力量は目標に達

せず、料金収入は予定を２から３％程度下回

る見込みであります。

また、風力発電につきましては、故障等に

よる発電停止は少なくなっておりますが、風

況に恵まれず、19年度の供給電力量は計画の

70％程度となる見込みであります。

現在、九州電力と20年から21年度の電力料

金について料金改定交渉を行っております

が、九州電力は、市場競争力のある価格の実

現を目指し、徹底した経営効率化を進めてお

り、今回の料金改定でも料金単価がさらに引

き下げられ、事業収益が減少することが見込

まれます。そのため、今後、一層の経費節減

を行うなど、経営改善に努めてまいります。

なお、荒瀬ダム撤去関係につきましては、

本年度、ダム撤去に関する詳細な検討を行っ

ており、まとまり次第具体的なダム撤去計画

を策定し、来年度からは、河川法に基づく河

川管理者との協議、関係団体との調整及び地

元への事業説明等を行うこととしておりま

す。その後、22年度から予定しているダム撤

去につきましては、下流への影響、環境等に

配慮しながら、６年程度かけて、丁寧かつ着

実に撤去を進めてまいりたいと考えておりま

す。

次に、工業用水道事業ですが、多量の未利

用水を抱えておりました有明工業用水道事業

につきましては、18年度に未利用水の一部を

荒尾市と大牟田市の上水道として転用したこ

とから、一定の経営改善は見られますが、依

然として未利用水を抱えており、引き続き厳

しい経営状況にあります。今後県北地区に自

動車関連企業の立地が見込まれることから、

地元や関係部局と連携し、工水需要の拡大に

努めてまいりたいと考えております。

最後に、有料駐車場事業ですが、昭和55年

の開業以来、黒字を維持しながら安定した経

営に努めているところでございます。今後と

も、利用台数の増加に向け、引き続き利用者

サービスの向上を図ってまいりたいと考えて

おります。

それでは、今回提案しております議案のう

ち、平成19年度補正予算案の概要について御

説明を申し上げます。

補正の内容は、電気事業会計につきまして

は、財団法人くまもと緑の財団の解散に伴う

出資金の損失計上及び同財団の残余財産の一

部が企業局へ寄附されることに伴う特別利益

の計上などをお願いしております。また、工

業用水道事業会計につきましては、企業債償

還金の増額補正をお願いしております。

さらに、３事業共通事項といたしまして、

人事異動等に伴う職員給与費の減額や、年度

当初から執行が必要な施設設備の保守点検業

務の委託契約等に係る債務負担行為の設定を

お願いいたしております。

次に、平成20年度当初予算案の概要につい

て御説明を申し上げます。

電気事業会計につきましては、藤本発電所

以下８つの水力発電所及び風力発電所の合計
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９発電所で、21億7,500万円余の事業収益及

び2,200万円余の利益を見込んでおります。

、 、工業用水道事業会計につきましては 有明

八代及び苓北の３工業用水道で８億6,000万

円余の事業収益を見込んでおります。収支は

やや改善しておりますが、２億4,200万円余

の損失となる見込みであります。

有料駐車場事業会計につきましては、熊本

市安政町及び新屋敷の２カ所の駐車場で、１

億3,300万円余の事業収益及び6,100万円余の

利益を見込んでおります。

また、電気事業関係業務として、荒瀬ダム

の水質自動観測装置のリースに係る債務負担

行為の設定をお願いしております。

以上の予算関係議案のほか、企業局におけ

る平成20年度の行財政改革の取り組みについ

て御報告をさせていただくことにいたしてお

ります。

詳細につきましては、総務経営課長から御

説明いたしますので、よろしく御審議いただ

きますようお願い申し上げます。

○中園総務経営課長 総務経営課でございま

す。座らせて説明させていただきます。

説明資料の29ページをお願いいたします。

補正予算の総括表でございます。

企業局で経営しております３事業につい

て、事業経営による収益とそれに対応する費

用を収益的収支として、また、事業経営に必

要な建設改良や企業債等元金償還等の費用と

そのための収入を資本的収支としてまとめた

ものでございます。

今回、電気事業会計の収益的収支の増額、

収入、支出の増額、工業用水及び有料駐車場

事業会計の収益的支出の減額並びに工業用水

道事業会計の資本的支出の増額について補正

をお願いしております。

内容につきましては、各事業会計ごとに御

説明をいたします。

30ページをお願いいたします。

まず、電気事業会計でございます。

収益的収入の特別利益について１億円の増

額補正をお願いしておりますが、これは、財

団法人くまもと緑の財団の解散による残余財

産処分に伴い、企業局分として１億円が寄附

される予定となりましたために、特別利益と

して計上するものでございます。

収益的支出の営業費用について850万円余

の減額補正をお願いしておりますが、これは

職員の異動等に伴う給与の減額及び退職給与

引当金の引き当てを行うものでございます。

また、特別損失につきましては、先ほどの

財団法人くまもと緑の財団に対し企業局から

平成17年度に出資金を１億円支出しておりま

したが、財団の解散に伴い、会計処理として

損失計上を行うものでございます。

この結果、損益は、補正前の3,800万円余

の黒字から4,600万円余の黒字となります。

31ページをお願いします。

債務負担行為の設定でございます。

内容は、荒瀬ダム水質調査業務委託、ある

いは発電所の集中監視制御システムの保守点

検業務委託等、それぞれ記載のとおりお願い

をしております。

次に、32ページをお願いします。

工業用水道事業会計でございます。

収益的支出の営業費用について110万円余

の増額補正をお願いしておりますが、これは

職員の異動等に伴う職員給与費の増額でござ

います。

また、予備費について145万円余の増額補

正をお願いしておりますが、これは有明工水

の職員給与費の増額に対応するものでござい

ます。

この結果、収益的支出は34万4,000円の減

となり、損失は、補正前の２億8,700万円余

の赤字から２億8,600万円余の赤字となりま

す。

同じ表の下の表でございますけれども、資

本的支出の企業債償還金について14万8,000
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円の増額補正をお願いしておりますが、企業

債の定期償還を行うための増額補正でござい

ます。

33ページをお願いします。

債務負担行為の設定でございます。

内容は、日報作成・遠方監視制御装置保守

点検の委託等、それぞれ記載のとおりお願い

をしております。

34ページをお願いします。

有料駐車場事業会計でございます。

収益的支出の営業費用について31万4,000

円の減額補正をお願いしておりますが、これ

は職員給与の減額でございます。

この結果、損益は、4,330万円余の黒字と

なります。

35ページをお願いします。

債務負担行為の設定でございます。

内容は、消防設備の保守点検等の委託でご

ざいます。記載のとおり、それぞれお願いを

しております。

企業局は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○松田三郎委員長 次に、労働委員会、お願

いします。

○井労働委員会事務局長 労働委員会事務局

です。よろしくお願いいたします。

今回、労働委員会事務局から御提案してお

ります平成19年度補正予算の内容の御説明の

前に、平成19年の労働委員会の活動状況を申

し上げます。

労働組合法に基づく不当労働行為の申し立

てが１件、労働関係調整法に基づくあっせん

申請が４件及び個別労働関係紛争のあっせん

に関する規則に基づくあっせん申請が12件の

合わせて17件の申し立て申請があり、うち16

件の事件が終結し、１件の事件を平成20年に

繰り越しております。

次に、熊本県行財政改革方針に基づく取り

組みでありますが、労働委員会事務局におき

、 、 、ましては 平成20年度においても 引き続き

職員研修を実施するなど、職員の意識改革の

徹底に取り組むこととしております。

次に、今回御提案しております平成19年度

補正予算について御説明申し上げます。

資料の37ページをお願いいたします。

事務局費でありますが、人件費の確定に伴

う増額及び経費節減に伴う減額でございま

す。

以上、補正後の労働委員会の予算総額は１

億3,616万1,000円となります。

なお、平成20年度当初予算については、後

ほど課長が御説明をいたします。

審議のほどよろしくお願い申し上げます。

○松田三郎委員長 以上で執行部の説明が終

、 。わりましたので 質疑を受けたいと思います

質疑はございませんか。――まずは補正に

関してです。

○鬼海洋一委員 これは経営金融課の方にお

尋ねしたいと思いますが、代位弁済の一部負

担、今この補正をされた内容を御説明いただ

きましたが、これはもう、今の中小企業の倒

産状況含めまして、県下の中小企業の経営の

状況を反映する一つの数字ではないかという

ふうに思っています。中小企業だけじゃない

ですよね、商店含めてですね。その意味で、

これらに対する、特に貸し出しをするときの

指導といいますか、あるいは内容の点検とい

いますか、こういうものと、それから県下の

中小企業、商店を含めた状況の特徴的な課題

について、課題というか、現状についてのこ

の状況を踏まえながら、御説明いただくこと

があれば教えていただきたいと思います。

○藤好経営金融課長 ただいまの経済情勢を

踏まえた貸し出し状況等も含めたところでご

ざいますけれども、当課といたしましては、
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いろんな経済情勢厳しい中におきましてそう

いった資金需要を円滑に行いますように、金

融機関等に対してもお願いをしておるところ

でございます。

保証協会等につきましても、18年度から、

いろいろ保証料も段階的に行われましたし、

また第三者保証人あたりもつけるということ

も撤廃をいたしましたし、そういう意味での

融資環境というのは、よりさらに整われてき

たかなということはあるかと思っておりま

す。

ただ、冒頭申し上げましたように、厳しい

経済環境の中で、今非常に原油高騰等もござ

いますので、そういう中で円滑な資金運用が

できますように、そこら辺のところはいろい

ろとお願いをしているというところではござ

います。

、 、○鬼海洋一委員 問題は こういう制度融資

資金運用等については、我々もできるだけ円

滑に借りやすいようにという一方で、そうい

う主張をしながらお願いするわけですが、し

かし結果として、そういう融資そのものが経

営に対して有効な手段だったのかどうかとい

うことについては時々はやっぱり分析をしな

がらやらないと、ここに今回も補正してあり

ますように相当代位弁済金額というのはふえ

ていっているんですよ。これは農業もそうで

すけれども。だから、見えない部分の金融の

動きといいますか、あるいは経営に対するさ

まざまな支援策、こういうものが、今私がち

ょっと質問いたしましたのは、状況としてど

うなのかなということも含めて、時には一定

程度の分析、検討をいただくようなことを実

はお願いをしておきたいというふうに思って

いる。その辺はいかがでしょうか。

○藤好経営金融課長 例年、制度融資利用者

に対しますいろんなアンケート調査をやって

おります。今お話がありましたように、その

中で、資金需要者のいろんな要望でございま

すとか、どういう需要が新たにあるのか、そ

ういったことも考え合わせながら、また、新

たな制度融資の、どういったところに力を入

れていくべきか等々は検討していくようにい

たしております。これはもう継続して行って

いきたいと思っております。

○鬼海洋一委員 ぜひ、できれば単年度単年

度ぐらいでも、１年間の特徴的な状況につい

て分析をいただき、そしてまた、妥当だった

のかどうかというようなことについてもぜひ

精査をしていただいて、私どもにもその内容

等に対する状況をお知らせいただければとい

うふうに思っておりますので、その点もこの

際お願いしておきたいと思います。

○松田三郎委員長 はい、わかりました。

ほかにございませんか。

。 、○池田和貴副委員長 済みません 13ページ

経営金融課にお尋ねしたいと思います。

中小企業無担保クイック融資損失補償、く

まもとファイト資金についての損失補償なん

ですが、これは融資金額に対しての事故率が

どれくらいだったのか、そして、これはその

他のいわゆる資金供給に比べて事故率はどう

なのか、その辺わかったら教えていただけま

すでしょうか。

○藤好経営金融課長 失礼しました。済みま

。 、 、せん 個別にちょっと事故率 ファイト資金

個別の事故率までちょっと計算をしておりま

せんので、申しわけございませんけれども。

○池田和貴副委員長 じゃあ、済みません、

これは後で教えていただけますでしょうか。

○藤好経営金融課長 わかりました。
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○池田和貴副委員長 件数ベースと金額ベー

スの事故率ですね。いわゆる損失補償になっ

たということは、当然返ってこない金額があ

るわけです。これは融資制度の場合には必ず

これは発生をすることだと思います。そこは

審査の過程の問題もあるかと思いますが、以

前このくまもとファイト資金があったときに

窓口が金融機関になっていた関係で、優良顧

客の資金については金融機関は自分のプロパ

ー資金を出すけれども、非常に経営環境が厳

しいような企業に対してはこの県の制度融資

を入れているという話は、実はうわさとして

あったわけですね。特にくまもとファイト資

、 、 、 、金は これは 無担保 第三者保証人なしで

なるべく早く資金が出るということで非常に

肝いりでつくった資金ではありましたが、そ

ういったものがきちんと我々が思っているよ

うな使い方がされていたのかどうかという、

そこの検証というのは実は必要じゃないかと

いうふうに思っているところでございます。

ですから、当初予定された資金の事故率が

予想以上に高いということであれば――ほか

の資金と比べてですよ。あれば、その辺をや

っぱり疑わざるを得ないのかなというところ

がございますので、その辺はぜひ経営金融課

の方で精査をしていただければというふうに

思います。

以上でございます。

○松田三郎委員長 後ほどきちっと今の要望

のデータ出しといてください。

ほかにございませんか。

○田代国広委員 ３ページのサービス産業振

興事業、先ほどソフトバンクとか何とかおっ

しゃったようでございますけれども、これに

ついてもう少し具体的に説明をお願いしたい

んですが。

○宮尾商工政策課長 商工政策課でございま

す。

ソフトバンクにつきましては、一昨年の12

月に調印いたしまして、昨年の４月から事業

を、開業届といいますか、届を出しておりま

して、こちらの方が19年度に１億円の補助金

を交付するということで予定しておったもの

が、４月の開業ということになりましたもん

ですから、開業後１年後に交付するというこ

とで、20年度の予算に送られたということで

ございます。

ちょっと説明不足しまして失礼いたしまし

た。

○田代国広委員 それと、16ページの先ほど

鬼海先生の質疑と関連するわけでして、先ほ

どの鬼海先生の質疑の中で、答弁でおおむね

大体理解ができたんですけれども、16ページ

のトータル――最終的な振興特別会計のうち

12億7,839万1,000円の減額補正、これはどの

ように総括されておるのか、ちょっと聞きた

いと思います。

○松田三郎委員長 特会の方ですか。16ペー

ジ。

○田代国広委員 16ページ。

○藤好経営金融課長 中小企業振興資金特別

会計の分でございますが、この特会で大きな

のは15ページの元金の８億2,800万円ほどと

、 、いうことでございますが これは高度化資金

中小企業者が組合等組織なしで工業団地ない

しは共同店舗とかします。そのときに貸し付

けるのが高度化資金でございますが、それの

毎年の償還がございます。その高度化資金は

中小企業基盤整備機構と県の分、県の負担分

と合わせまして組合等に貸し付けるわけなん

ですが、貸付先から償還があった場合は、中

小企業基盤整備機構と県の方に返却になりま

す。その整備機構の方に戻す分が、この元金
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とか一般会計繰出金とかになってくるわけな

んですが、その見積もりの中で、毎年の償還

の中に繰上償還、こういったものも当初見込

んでおりました。ただ、それが当初の繰上償

還見込みよりも実際はそれが少なかったとい

うことがございまして、そういったものを減

額させていただくということでございます。

それが主な大きな理由になっております。

○田代国広委員 私が聞きたかったのは、そ

ういった数字でなくて、鬼海先生のお話聞く

中で、いわゆる中小企業の状況、現状といい

ますか、そういったものがこの数字の中に、

減額の中にあらわれているような感じがした

んですよ。したがって、この12億7,839万1,0

00円という減額補正は、喜んでいいのか心配

すべき数字なのかということを実は聞きたい

んです。

○藤好経営金融課長 繰上償還の見込みの減

ということでございますので、この数字がい

いのか悪いのかというところについては、ち

ょっと何とも言いづらいところがございます

けれども。

○田代国広委員 現下の中小企業関係の業績

と申しますか、業界の状況、これについては

余り心配する必要はないというふうに受けと

めていいわけですか、この減額補正は。

○藤好経営金融課長 確かに繰上償還の見込

み減と、それと条件変更とかが一部あってお

ります。そういう意味からしますと、非常に

経済情勢厳しゅうございますので、毎年度の

償還の中で、今年度の分についても一部猶予

してほしいというふうな要望等もございまし

て、そういうふうなものもございます。そう

いう意味からしますと、ちょっと状況的には

厳しい状況にはございます。ただ、そういっ

た中におきまして、いろんな巡回指導、診断

あたりも回っておりますので、そういったこ

とは留意しながら取り組んでいるというとこ

ろでございます。

○田大造委員 電力、風力に関してちょっ

と質問なんですが、黒字になっているという

ふうにこの予算書を見ればわかるんですが、

九州電力が、電力というのはすごい安く買う

わけですね、日本の場合は。欧米のヨーロッ

パ、特にヨーロッパでは、法律ですごい高い

値段で買ってくれると、風力発電にしろ水力

にしろ。ですから、方向性としては、環境を

重視していかなければならなくて、県として

も、ただ九州電力と交渉して安い値段で買い

たたかれると、それを変えていかなければ絶

対にいい方向には進まないと思います。

県として、国に――自民党さんなりに訴え

ていく方向性、そういうのは……(発言する

者あり)民主党もですね、頑張るんですが、

やはり政権与党が法律なり何なりで引っ張っ

ていかなくてはいかぬと思うんですが、そう

いう法律を何か地方からでも発信していくよ

うな取り組みをしないのかなと思うんです

が。

○中園総務経営課長 企業局の総務経営課で

ございます。

現在の通常の九州電力への電力の販売につ

きましては、大体今８円80銭でございます。

車帰にあります風力発電につきましては10円

70銭ということで、若干２円程度高うござい

ますけれども、まだ確かにヨーロッパあたり

と比べると日本は安いということで、それは

もう国の政策待ちのところがありますので、

確かに、今委員がおっしゃいましたように、

今県からのそういった申し入れといいます

か、政策の申し入れをするときにそういった

ことは可能でありますけれども、現在のとこ

ろはそれについてはまだ考えておりません。
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。 。○松田三郎委員長 いいですか ――どうぞ

。 、○池田和貴副委員長 済みません 関連して

今の問題なんですけれども、まさに私も田

先生がおっしゃられたことをお伺いしようか

というふうに思っておりました。特に京都議

定書の拘束期間に入っております。2012年に

は1990年のマイナス６％というのを達成しな

ければいけません。そういったことを考える

、 、と やはり今までの産業目標だけではなくて

自然エネルギーや再生エネルギーをきちんと

エネルギー政策の中に位置づけていくという

ことが重要なんだろうと、これは皆さん思っ

ていると思うんですが、しかし、この辺は、

法律でとか規則でないと決められないという

ふうなところが実はあるんだと思います。

ただ、その中で太陽光発電については、一

般家庭23円で売るところを23円で買い上げる

というふうな、そういった制度になっている

わけです。ある意味それと同じような考え方

で、こういった水力発電とか風力発電、こう

いったものもそういった範疇の中に踏み込ん

でいけないかということを、例えばその地方

の現場の方から意見書なり何なりとして上げ

ていくということはできるんではないかとい

うふうに思っております。

例えば、今荒瀬ダムの撤去の話が出ており

ますが、これも、収益的には今の金額で九州

電力が買い上げてくることによってという前

提のもとに、機械の更新費用がそれだと高く

なってくるということで撤去を決めたわけで

すが、ここの状況が変わってくると、荒瀬ダ

ムの撤去という問題にも大きな実は影響をし

てくるんじゃないかと思うんですね。

この間、ＣＯＰ３、バリ・ロードマップで

ポスト京都議定書についても話し合いがなさ

れておりますように、この辺については今後

やっぱり大きく変わってくる分野じゃないか

と思いますので、ぜひ、企業局の皆さん方だ

けではなくて、県庁としてそういった考え方

をまとめることもしていく必要があるんじゃ

ないかというふうに思っておりますので、ど

うぞよろしくお願い申し上げたいと思いま

す。

○鬼海洋一委員 関連して。私も電力立場を

擁護するわけでは決してありませんけれど

も、現状をちょっと御理解いただくためにお

話をしていかなきゃならぬと思っております

が、今お話しのとおりに、政策料金としての

そういう期待感というのは、特に現状の国そ

のものの課題の中で、今、池田委員からもお

話あったように、高まっているということは

事実ですよね。

ですから、それは今後の政策料金を電力の

経営の中でどういうぐあいに吸収していくか

という意味では、極めて高い政治レベルの判

断と、そしてまたその動きによるんではない

かというふうに思っています。

ただ現状は、一方で、すぐ政策料金を求め

られながら、電力の自由化というものが一方

であるわけでありまして、特にこの県庁すら

九州電力が供給できないという状況のもと

で、例えば、今お話がありました企業局の発

電電力にしたって一般の自由競争の電力から

購買で、電力料金からすると高い価格で九州

電力が買い取っている、特に風力等について

もさらに高い料金で買い取らざるを得ないよ

うな、そういう法的な規制の中で経営が行わ

れているわけでありまして、その辺の個別企

業の経営との関連というものが現状の日本の

中におけるその状況としてあるという中でど

うするかという議論をしていかないと、一方

で行うその要求というのが経営的に矛盾を来

すという状況もありますので、ぜひそういう

意味でクールに現状を御理解いただきながら

議論をいただくということが大事じゃないか

というふうに思っている。決して電力擁護す

ることではありませんで、平等に判断いただ

くという意味で御説明をいたしました。
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○松田三郎委員長 ほかにございませんか。

済みません、私もちょっと。17ページ、小

野上課長に、ちょっと今見過ごしておりまし

たので、大変恐縮ですが、一番下の外資系企

業立地促進事業費、減額の理由もこれを見て

わかりますが、簡単にで結構です。事業の中

身と、今まで、どれぐらい前からの事業かわ

かりませんが、実績みたいなものがあればち

ょっとお聞かせいただきたいと思います。

○小野上企業立地課長 企業誘致の際は、国

内企業のみならず外資系の企業につきまして

も、グローバルな視点で地域経済に活性化を

提供するということから、かなり以前から外

資系企業誘致というのもターゲットにしてお

ります。

１つは、外資系企業を誘致することによっ

て、今までなかったような分野の業種への波

及効果というのもあるということから取り組

んでいるわけですが、政策といたしまして、

いろいろなイベント等を通じまして、外資系

企業にアタックしながら、そことの接触を図

るというのが１つございます。

それともう一つは、アメリカのスタンフォ

ード大学の方に職員を１名派遣しておりまし

て、これは平成14年度から派遣をしているん

ですが、そこのスタンフォード大学のいわゆ

るビジティング・フェローという、研究員と

いう形で籍を置きながら、スタンフォード大

学が持ちますいろいろな人的なネットワーク

でありますとか、情報でありますとか、そう

いうのを収集しながら、かつアメリカの外資

系企業に個別訪問をするというふうなところ

も実際活動しておりまして、実績といたしま

して、そういうのが積み重なって、結果、県

内にも外資系企業の、例えば半導体の検査工

程の大手でありますテラダインでありますと

か、それから、一番新しいところでは、アメ

リカのペンシルベニア州に本社がありますグ

リーンツイランドカンパニーというところ

が、これも半導体関連の材料をつくるメーカ

ーでございますけれども、アジアのエンジニ

アリングセンターというふうな位置づけでセ

ミコンテクノパークに立地をしております。

まだ数的には７～８件ぐらいなんですが、

外資系企業をターゲットにして誘致を行うこ

とのメリットというのは、いろんなところに

国内企業の誘致にも波及効果があるんではな

いかなというふうに自覚をしております。

○松田三郎委員長 済みませんでした。

ほかには。――よございますかね。

なければ、これで質疑を終了します。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号、第３号、第15号及び第19号から

第21号までについて、一括して採決したいと

思いますが、御異議ありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第１号外５件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

（｢なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外５件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。

次に、平成20年度当初予算及びその他の議

案について、関係課長から順次説明をお願い

いたします。

○宮尾商工政策課長 それでは、商工政策課

でございます。

委員会説明資料の平成20年度当初予算及び

条例等関係という資料をお願いいたします。

まず、資料の１ページでございます。

資料の１ページは、当初予算の総括表でご

ざいます。一般会計及び特別会計の合計で30

5億8,662万円余を計上しておるところでござ

います。
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、 。続きまして ２ページをお願いいたします

まず、商業総務費の職員給与費３億997万

円余でございます。

こちらの方は、先ほど御説明しましたとお

り、現在の職員給与で計上しているものでご

ざいます。各課同様でございますので、この

後の職員給与費につきましては省略させてい

ただきます。

次に、商業指導費の5,450万円余について

でございますが、右側の説明欄の１番から３

番までの商工業企画調整費から中小企業振興

調整費までは、商工観光労働部あるいは商工

政策課の施策に関する調査検討などに要する

事務経費でございます。

４番の商業活動調整指導費につきまして

は、大規模小売店舗立地法の指導・監督業務

等に要する経費でございます。

５番の中心市街地活性化支援事業につきま

しては、商工会議所等が実施しますソフト事

業に対する支援の経費でございます。

３ページをお願いいたします。

説明欄の６番、商店街パワーアップ支援事

業は、商店街等に対する人材育成やアドバイ

ザー派遣等の支援に要する経費でございま

す。

７番のがんばる商店街総合支援事業につき

ましては、商店街が行うモデル的な取り組み

などを支援する経費でございます。

次に、貿易振興費の3,392万円余でござい

ますが、説明欄の１番と２番は、本県の貿易

振興を図るための貿易実態調査や貿易実務研

修会等の実施及びジェトロ熊本貿易情報セン

ターの運営費の負担金等でございます。

３番の中小企業海外チャレンジ支援事業に

つきましては、県内の中小企業の活動支援の

ためのビジネスアドバイザーを上海、シンガ

ポールに設置する経費、九州貿易振興協議会

の負担金等、県内中小企業の海外への販路拡

大の推進に要する経費でございます。

４ページをお願いいたします。

、 、４ページ 中小企業振興費でございますが

中小企業団体等補助金１億6,039万円余でご

ざいます。

説明欄の１番、組織化指導費補助は、中小

企業の組織化及び中小企業組合の育成のた

め、熊本県中小企業団体中央会が行う事業に

対する補助、２番の商店街振興組合指導事業

費補助は、商店街振興組合連合会が行います

商店街の活性化を図るための指導、調査、研

修事業等に対する補助事業でございます。

一番下の説明欄、運輸事業振興助成費２億

8,115万円余につきましては、トラック事業

者、バス事業者を構成員とします公益法人が

行います輸送サービスの改善と充実を図るた

めの事業に対する補助等でございます。

５ページをお願いいたします。

中小企業振興指導事業費2,341万円余でご

ざいますが、説明欄の１番と２番は、小規模

事業者や協同組合などに対する指導の事務経

費でございます。

３番の中小企業調停審議会費は、大企業と

中小企業の紛争の調整を行うため審議会が必

要となった場合に備えての経費でございま

す。

４番のサービス産業振興事業費は、本県の

拠点性向上と中心市街地の活性化のため、サ

ービス産業に係る県内企業の育成と県外企業

の誘致の推進に要する経費及び産学官連携に

より健康サービス産業の振興を図るための経

費でございます。

中小企業振興指導事業費の比較増減で、昨

年に比べて１億3,173万円余の減となってお

りますが、これは、先ほど説明いたしました

誘致補助金を肉づけ予算で計上するというこ

とでございます。

一番下段の小規模事業対策事業費で24億4,

379万円余の予算をお願いしております。

これは、小規模事業者の経営指導、それか

ら技術の改善、発展を図るため、県下75の商

工会、９つの商工会議所及び県商工会連合会
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の商工団体が行う指導業務に対する補助で、

人件費や経営指導、人材育成などの各種事業

に対して補助するものでございます。

６ページは、大阪事務所費、それから福岡

事務所費でございまして、いずれも運営経費

等でございます。

一番下段の工鉱業振興費678万円余は、グ

ランメッセ熊本の施設設備の修繕に要する経

費でございます。

以上、商工政策課合計で34億1,814万円余

をお願いいたしております。よろしくお願い

いたします。

○前田産業支援課長 産業支援課でございま

す。

資料の７ページをお願いいたします。

まず、農業総務費の農産加工研究指導費で

ございますが、右側の説明欄に記載がありま

す１番から４番までの事業で2,274万円余の

予算をお願いしております。

１番は、農産加工部の運営管理費等に要す

る経費でございます。

２番の研修指導事業ですが、これは、売れ

る商品づくりを目指し、農業者等の加工技術

の向上及び食品産業等農業者の連携を図る食

料産業クラスター形成支援に要する経費でご

ざいます。

３番の農産加工研究開発事業につきまして

は、県内食品産業における県産農産物等地域

資源の活用促進のための研究開発等に要する

経費でございます。

４番の依頼試験費につきましては、農産加

工組織や農業団体、食品製造業者等からの依

頼を受け、食品素材及び製品等の成分や物性

、 。等の分析 試験等に要する経費でございます

次に、８ページをお願いいたします。

中小企業振興費の中小企業振興指導事業費

でございますが、これは、くまもとテクノ産

業財団が行います県中小企業支援センターの

事業に対する補助でございます。

この事業は、創業予定者や経営革新を目指

す中小企業者に対して、専門家によるコンサ

ルティングなどによりまして、新事業創出、

新分野進出の支援を行うものでございます。

続きまして、工鉱業振興費の工業振興費で

ございますが、８ページから９ページにかけ

まして、右側の説明欄に記載があります１番

から４番までの事業で１億8,199万円余の予

算をお願いしております。

主な事業について御説明を申し上げます。

まず、２番の産業技術センター本館等整備

事業でございます。

これは産業技術センターの施設整備に伴う

設計委託費でございます。19年度から設計に

着手しており、平成20年度は実施設計を行う

こととしております。

また、３番の企業人材育成事業につきまし

ては、県内企業の経営基盤を強化するための

研修会等に要する経費でございます。

次に、９ページをお願いいたします。

４番目になりますが、これは、本県工業の

振興戦略、ものづくりフォレスト構想の推進

及び自動車関連産業振興に要する経費として

お願いをしているものでございます。

内訳としましては、熊本大学で開発されま

した次世代マグネシウム合金をもとに実施す

る基盤技術開発の共同研究の研究開発産業拠

点の形成を目指すものでございます。自動車

関連産業の推進につきましては、地場企業の

参入や取引の拡大を促進するものでございま

す。

次は、鉱業振興費でございます。

右側の説明欄に記載があります６つの事業

が対象になりますが、いずれも砂利採取法や

採石法に基づく指導監督や環境保全、災害防

止のための指導等に要する経費でございま

す。

次に、10ページをお願いいたします。

計量検定費でございます。

まず、管理運営費でございますが、計量検
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定部の管理運営等に要する経費でございま

す。

次に、検定検査事業費でございますが、タ

クシーメーターやガソリンスタンドの燃料油

メーターなど、計量法に基づく特定計量器等

の検定、検査及び適正計量の普及指導及び取

り締まりに要する経費でございます。

、 、 、次に 施設整備費でございますが これは

タクシーメーターやガソリンスタンドの燃料

油メーターなど、特定計量器等を検定、検査

するための検定等機器の整備に要する経費で

ございます。

次は、産業技術センター費でございます。

まず、10ページと11ページの管理運営費で

ございますが、説明欄に記載があります運営

管理費などの３つの事業で、庁舎管理、企画

調整事業及び職員の研修に要する経費でござ

います。

次に、試験研究費でございますが、１番の

バイオ・食品研究開発事業は、バイオ技術・

食品製造技術の研究開発等に要する経費でご

ざいます。

２番のものづくり研究開発事業につきまし

ては、地場企業の製品開発や技術力向上の支

援を目的としました各種の研究開発等に要す

る経費でございます。

また、３番の新規外部資金活用事業でござ

いますが、これは、地域産業の振興につなが

る試験研究を積極的に実施していく必要があ

ることから、国や企業などの外部資金を活用

した試験研究等に要する経費でございます。

次は、11ページと12ページに記載がありま

す技術指導事業費でございますが、９事業で

7,955万円余の予算をお願いしております。

まず、11ページの１番の産学官地域技術連

携促進事業でございますが、新技術、新製品

等の研究開発成果、実験・調査結果の発表、

報告等の技術情報交流会の開催に要する経費

でございます。

次に、12ページをお願いいたします。

２番の中核企業技術高度化支援事業でござ

いますが、これは、県内企業の技術開発や技

術の高度化を積極的に支援・指導していくた

めのコンピューターネットワークシステムの

リース及び回線使用に要する経費でございま

す。

次に、３番の特許情報利用促進事業でござ

いますが、企業が行う特許等知的所有権の検

索や取引仲介支援、啓発事業の実施に要する

経費でございます。

また、４番から８番までの一般支援事業で

ございますが、これは、産業技術センターの

５つの研究部門での技術指導や研究活動を行

うための経費並びに各種機器類の保守点検等

に要する経費でございます。

それから、９番の一般支援事業につきまし

ては、日本自転車振興会補助事業による試験

研究機器の購入に要する経費でございます。

次に、13ページをお願いいたします。

新事業創出促進費になりますが、１億4,50

2万円余の予算をお願いしております。

13ページから15ページにかけまして、説明

欄にありますような12の事業を掲げておりま

すが、主なものについて御説明を申し上げま

す。

まず、13ページの２番の新事業創出促進費

は、先端技術普及広報等に要する経費でござ

います。

次に、３番の創業・新分野進出推進助成事

業は、創業や企業の新分野進出を支援するた

めの熊本県起業化支援センターに対する補助

でございます。

次に、５番と14ページの６番の２つのフォ

レスト構想に係る推進事業でございます。

まず、５番のセミコンフォレスト・ソーラ

、 、ー関連産業推進事業でございますが これは

くまもとセミコンダクタ・フォレスト構想の

推進及びソーラー関連産業の振興を図るた

め、産学行政の推進組織である協議会が実施

する事業への支援や、県内企業に産業技術ア
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ドバイザーを派遣し、技術的な助言、指導を

行うための経費等でございます。

次に、14ページをお願いいたします。

６番のバイオフォレスト形成推進事業につ

きましても、熊本バイオフォレスト構想の推

進を図るための経費としてお願いをしている

ものでございます。

７番の産学行政連携推進強化事業でござい

ますが、この事業は、新事業、新産業を創出

するため、産業界のニーズと大学等の研究シ

ーズを結びつけるコーディネーターの設置

や、地域企業及び大学等の研究者による共同

研究開発への支援及び大学等の研究成果を企

業に技術移転をするための事業に要する経費

でございます。

次の８番の大学連携型起業家支援事業は、

中小企業基盤整備機構が整備しました大学連

携型起業家育成施設に入居する企業等を支援

するため、配置を予定しております支援人材

等に要する経費でございます。

また、９番のテクノポリスセンター費は、

高度技術の振興を図るためのくまもとテクノ

産業財団に対する補助金等でございます。

次に、10番の地域プラットフォーム活動支

援事業でございますが、これは、産業支援体

制の中核的支援機関としてのくまもとテクノ

産業財団が、地域企業に対して実施します研

究開発、販路開拓への支援、コーディネート

活動、ベンチャーマーケット開催事業等の各

種事業の実施に対する補助でございます。

次に、15ページをお願いいたします。

11番になります。

インキュベーション施設整備運営事業です

が、これは、起業家支援を実施するため、財

団法人くまもとテクノ産業財団が所有する施

設において行うインキュベーション事業に要

する経費でございます。

次の12番の市町村派遣職員人件費負担金で

ございますが、市町村からの派遣職員に係る

人件費負担金でございます。

以上でございますが、産業支援課で総額12

億6,722万9,000円の一般会計予算をお願いし

ております。よろしくお願いをいたします。

○藤好経営金融課長 経営金融課でございま

す。

資料は、16ページからでございます。

まず、中小企業振興費の金融対策費でござ

いますが、188億3,255万円余を計上させてい

ただいております。

内容は右の説明欄に記載しておりますが、

主なものは、３の中小企業金融総合支援事業

188億1,775万円余でございます。

これは制度融資で、金融機関に預託をしま

す貸し付け原資――これが187億208万円余で

ございます、と利用者の保証料負担を軽減す

るための補助、保証料補助、これが１億1,49

6万円余ございますが、そういった内容でご

ざいます。

ちなみに、制度融資新規融資枠としては41

9億5,000万円となっております。その内訳と

しまして、事業実績が最も多い金融円滑化特

別資金、これに221億円、それと昨年10月導

入しました小規模事業者応援資金77億円、そ

ういったことで確保しておりますし、また、

創業者支援資金につきましても内容を充実さ

せまして、これは平成19年度新規融資額の倍

増となります13億円を確保しているというと

ころでございます。

次に、16ページ、一番下の災害金融対策費

でございますが、右の説明欄に記載しており

ますように、平成11年の台風18号による災害

に対します融資残高に係る所要額を計上して

いるものでございます。

、 。続きまして 17ページをお願いいたします

中小企業指導費の診断指導事業費でござい

ますが、これは主に、右の説明欄の２にあり

ますように、高度化事業におきます診断、指

導等に要する経費でございます。

次に、中小企業振興資金特別会計繰出金で
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ございますが、これは、特別会計におきます

高度化資金貸し付けの貸し付け事務費の一部

を一般会計から繰り出すものでございます。

以上、一般会計で190億961万円余をお願い

しております。

次に、18ページをお願いいたします。

債務負担行為の設定でございます。

これは、先ほど説明いたしました制度融資

の実施に伴いまして信用保証協会が代位弁済

を行った場合に、その損失の一部を県が補て

んするものでございます。新規融資枠に対し

まして３億420万2,000円の限度内で行うとい

うものでございます。

、 。続きまして 19ページをお願いいたします

中小企業振興資金特別会計でございます。

まず、中小企業振興資金助成費の高度化資

金貸付金でございますが、平成20年度は、５

組合に対しまして９億4,200万円余の貸し付

けを予定しております。

次に、設備貸与資金貸付金２億円でござい

ますが、これは、くまもとテクノ産業財団が

実施しております小規模事業者向けの設備貸

与事業に対する貸付金でございます。

次の事務費は、高度化資金等の貸し付け業

務や債権管理、回収に要する経費でございま

す。

一番下の国庫支出金返納金でございますけ

れども、これは、小規模事業者向けの設備導

入に係る資金につきましては、先ほど申しま

した、現在設備貸与資金で対応しております

が、これと類似した資金がございましたが、

今行っておりません。設備資金貸付金という

のがございますが、これにつきまして、国か

らの借り入れ相当分を国へ返納するというも

のでございます。

続く20ページをお願いいたします。

元金15億4,117万円余と利子１億6,336万円

余でございますけれども、これは、貸付先か

ら返済されます高度化資金の償還金のうち、

中小企業基盤整備機構からの借り入れに相当

する分を同整備機構にそれぞれ償還するもの

でございます。

その次の一般会計繰出金８億8,111万円余

でございますが、これは、高度化資金の償還

金のうち、県の負担分に相当する分等を一般

会計に繰り出すものでございます。

以上、特別会計で38億7,379万円余をお願

いしております。また、一般会計と合わせま

すと、総額228億8,341万円余となります。

続く21ページをお願いいたします。

中小企業振興資金特別会計の債務負担行為

の設定でございます。

これは、先ほど説明いたしましたくまもと

テクノ産業財団で実施しております設備貸与

事業につきまして、未収債権の償還が必要と

なった場合に、１億8,000万円の限度内で県

が損失を補てんするものでございます。

以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。

○小野上企業立地課長 企業立地課でござい

ます。

22ページからでございます。

まず、企業誘致促進対策事業費についてで

ございますが、３億5,457万7,000円を計上さ

せていただいております。

説明欄を見ていただきたいと思うんです

が、１番目の企業誘致事業と２番目、戦略的

企業誘致推進事業については、私ども企業立

地課の企業誘致に係ります活動事務費でござ

います。

３番目の企業立地促進資金融資事業３億32

4万円余でございますが、これは、県内に工

場を建設あるいは増設をしようとする企業に

対しまして、投資促進のために資金を融資す

る制度でございますが、この融資制度につき

ましては、市中金利の低下によりまして利用

が少なくなっているということから、平成14

年度以降からの新規融資を行っておりませ

ん。したがいまして、既にこれまで融資した
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分に係ります残債の経費というのを計上して

いるところでございます。

４番目の大型企業等立地推進事業1,014万

円余でございますが、本県への立地を検討す

る企業が必要といたします土地に関する各種

データ等の調査に要する経費というのを計上

させていただいております。

次に、23ページをお願いいたします。

先ほど質問が出ておりましたが、外資系企

業立地促進事業費についてでございます。1,

203万6,000円を計上いたしております。

１番目の外資系企業立地促進事業費378万

円余でございますが、これは外資系企業をタ

ーゲットにいたしました誘致活動に係ります

事務経費でございます。

２番目、海外企業誘致ネットワーク拠点設

置事業825万円余でございますが、先ほども

答弁で申し上げましたとおり、平成14年度か

ら、アメリカ・カリフォルニア州のシリコン

バレーの中心になりますスタンフォード大学

に職員を派遣しております。その職員が行い

ます海外の先端企業の訪問でありますとか情

報の収集、あるいは熊本県の立地環境に関し

ます情報発信を行うなど、外資系企業の誘致

活動に要する経費でございます。

以上、一般会計が総額５億4,574万1,000円

を計上させていただいております。

次に、24ページをお願いいたします。

臨海工業用地造成事業特別会計でございま

すが、総額1,586万7,000円を計上いたしてお

ります。

説明欄でございますが、八代臨海工業用地

管理事業と有明臨海工業用地管理事業につき

ましては、それぞれの団地におきます除草な

どの管理あるいは用地分譲の促進に要する経

費でございます。

同じ説明欄の企業立地関連基盤整備費補助

727万円余でございますが、企業立地に関連

する基盤整備を行う市町村に対する補助金で

ございます。前年度はゼロになっております

が、平成20年度からは、一般会計の事業から

この特別会計の事業に区分替えして実施する

ということで、昨年度がゼロになっていると

ころでございます。

平成20年度も、引き続き名石浜工業団地で

長洲町が行います排水路の改良工事に対しま

して補助をするものでございます。

次に、25ページをお願いいたします。

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

でございます。総額３億2,310万4,000円を計

上いたしております。

25ページから26ページの中段までは、テク

ノ・リサーチパーク、城南工業団地及び白岩

産業団地、セミコンテクノパークに係ります

除草などの管理経費あるいは用地分譲の促進

に要する経費でございますが、25ページの内

陸工業用地基盤整備事業費のうち、城南工業

団地管理事業が昨年に比べて増額になってお

ります。これは、昨年７月の大雨の際に団地

内ののり面に一部崩壊の部分ができたという

ことで、その分の災害復旧工事を行うという

ことで、前年の予算額に比べて増額というこ

とになっております。

次の工業団地整備事業費でございます。

２億6,479万円余でございますが――26ペ

ージでございます。平成17年度から取り組ん

でおります臨空テクノパーク、臨空テクノ工

業団地の建設のための経費でございます。

平成20年度は、現在行っております造成工

事後の確定測量調査に加えまして、第２空港

線からの左折レーンの整備に係る工事並びに

誘致ターゲット企業から要求が予想されるで

あろう諸調査、いろんな調査がございますけ

れども、それに係る経費を予定しているとこ

ろでございます。

次に、27ページをお願いいたします。

元金と利子でございます。セミコンテクノ

パークの建設に係ります起債の償還に要する

経費を計上させていただいております。

最後に、一般会計の繰出金を出しておりま
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すが、951万円余でございます。

これは、城南工業団地と白岩産業団地の購

入資金として一般会計から借り入れました貸

付金の返還に伴うものでございます。

以上、企業立地課といたしましては、一般

会計、特別会計合わせまして総額８億8,471

万2,000円を計上いたしております。どうぞ

よろしくお願いいたします。

○守田観光物産総室長 観光物産総室でござ

います。

観光及び物産、伝統工芸振興に係る予算及

び主な事業につきまして御説明いたします。

委員会資料の28ページをお願いいたしま

す。

まず、商業総務費の物産振興費でございま

すが、県産品の振興につきましては、説明欄

の１から３の事業により、社団法人熊本県物

産振興協会と連携を図りながら、県産品の広

報宣伝、販路開拓、物産展等の事業を実施し

ており、これらに要する補助金や負担金等の

経費でございます。

次に、伝統工芸振興費でございますが、説

明欄の１から３の事業は、熊本県伝統工芸館

の管理運営等に要する経費でございます。

次に、29ページでございますが、説明欄の

４は、国から指定を受けた伝統的工芸品の産

地振興に要する経費、５が、国から伝統的工

芸品の指定を受けるための前段としての諸般

の調査を行うために要する経費でございま

す。

次に、30ページをお願いいたします。

観光客誘致対策費でございますが、説明欄

１の観光アクションプラン推進事業は、新・

観光パートナーシップアクションプラン、仮

称でございますが、を具体化するための施策

展開に要する基本的な経費のみを計上してお

ります。20年度は、特に、九州新幹線鹿児島

ルート開業準備キャンペーンとして、ＫＡＮ

ＳＡＩ戦略を念頭に置き、関西・中国地方及

び福岡からの観光客誘致に力を入れてまいり

ます。

２の観光広報宣伝推進事業から次の31ペー

ジの７、各種協会等負担金までは、観光パン

フレットの作成でございますとか、観光ホー

ムページの管理及び特集記事の作成等に要す

る経費、修学旅行の誘致に要する経費、各種

団体への負担金等でございます。

９の熊本県観光連盟補助でございますが、

県と一体となって観光客誘致に取り組んでお

ります社団法人熊本県観光連盟に対する運営

費等の補助でございます。

10のスポーツキャンプ招致事業は、本年１

月から３月にかけまして、Ｊリーグが２チー

ム、韓国から２チーム、中国から１チーム、

計５チームのキャンプの招致ができました。

20年度も、引き続きＪリーグ等のスポーツキ

ャンプの招致に取り組んでまいります。

次に、32ページをお願いいたします。

観光基本計画促進費でございますが、説明

欄２の野外コンサート施設運営事業は、野外

劇場アスペクタの管理運営に要する経費であ

り、19年度から指定管理者となりました特定

非営利活動法人文化施設支援機構が、20年度

も管理運営を行うこととなっております。

３の観光施設整備資金融資は、観光旅館、

ホテル等の新築や増改築等に要する資金の融

資につきまして金融機関へ預託を行うもので

あり、過去に融資した残債分にかかわる預託

を金融機関へ行うものでございます。

、 、次に 観光施設整備事業費でございますが

説明欄２の観光標識整備事業は、県内主要観

光地への誘導のための観光標識の新規設置及

び既設標識の補修にかかわる経費でございま

す。

以上、観光物産総室で、総額６億100万円

余の一般会計予算をお願いしているところで

ございます。

引き続きまして、説明資料の50ページ、51

ページをお願いいたします。
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議案第85号指定管理者の指定についてでご

ざいます。

51ページの観光物産交流スクエア指定管理

者候補者の選定についてで御説明を申し上げ

ます。

観光物産交流スクエアは、平成17年４月か

ら指定管理者制度を導入いたしまして、現在

社団法人熊本県物産振興協会が指定管理者と

して施設の運営を行っておりますが、平成20

年３月に指定管理期間が満了することから、

今回、平成20年４月からの新たな指定管理者

の選定を行いました。

まず、１の選定の経緯でございますが、募

集要項配布期間を11月14日から12月12日まで

とし、募集に係る現地説明会を11月27日に実

施いたしました。申請書の受け付け期間につ

、 、きましては 11月29日から12月12日までとし

選定委員会を12月19日に開催したところでご

ざいます。

次に、２の審査結果等についてでございま

すが、申請者は、受付順に、株式会社パブリ

ックビジネスジャパン及び社団法人熊本県物

産振興協会の２団体でございました。審査結

果につきましては、700点満点中508.4点を獲

得いたしました社団法人熊本県物産振興協会

を指定管理候補者として選定をいたしまし

た。次点は427.2点でございました。

次に、審査に当たっての基本的な考え方で

ございますが、当該施設の設置目的に沿った

効率的な施設使用策や、管理運営を行うため

の人的・財政的基盤、ノウハウの有無、収支

計画の内容や実現可能性に重点を置いて審査

をいたしました。

社団法人熊本県物産振興協会を選定した理

由でございますが、安全、安心、地産地消、

環境への配慮等を基本コンセプトとした施設

運営など県民サービスの向上が期待できる

点、季節ごとのイベント開催や市町村との連

携した観光情報発信の取り組み、収支計画の

内容及び実現可能性が他の団体よりすぐれて

いる点、また、これまでの運営実績やノウハ

ウにより堅実なサービスの提供が期待できる

点が評価されました。

なお、当該施設は、利用料金制を採用して

いるため、指定管理委託料はございません。

３の指定管理候補者選定委員会の構成につ

きましては、民間等委員４名、県職員３名の

計７名で行ったところでございます。

以上、指定管理候補者の選定について御説

明を申し上げました。よろしくお願いをいた

します。

以上でございます。

○井手労働雇用総室長 労働雇用総室でござ

います。

資料の33ページをお願いいたします。

、 。まず 労政総務費の労政諸費でございます

右側の説明欄１番目に書いておりますキャ

、 、リア教育応援団事業でございますが これは

若者が望ましい勤労観、職業観、そして社会

観を持って主体的に進路を決定する能力、態

度を育てるために、教育界が行っております

キャリア教育につきまして、産業界及び行政

による支援、協力の充実を図るというもので

ありまして、就学前から学卒後までの各発達

段階に応じた推進策等を検討するための推進

会議の開催、あるいは産業界のニーズや地域

の産業特性を生かしたインターンシッププロ

グラムの開発に要する経費でございます。

２の労働行政推進費、３の県民キャリア形

、 、成支援事業 ４の仕事と家庭の両立支援事業

これらはいずれも、水道町パレアの中に置い

ております。しごと相談・支援センターの労

働相談、就労支援、そして労務管理の改善等

に要する経費でございます。

次に、34ページをお願いいたします。

６に書いておりますシニア世代経験活用ネ

ットワーク事業は、高年齢者の意欲や能力に

応じた多様な働き方の推進とあわせて、新規

学卒者、それから団塊の世代も含めました
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Ｕ・Ｉ・Ｊターン就職を促進する強化策とい

たしまして、昨年11月に開設いたしましたマ

ッチングサイトの運営に要する経費でござい

ます。

７番目のワークライフバランス推進事業

は、新規事業としておりますが、仕事と家庭

の調和、つまりワークライフバランスを推進

するために、県内中小企業者を対象とした啓

発セミナーの開催に要する経費でございま

す。

次の労働調査費は、右側の説明欄にござい

ますように、労働情勢や労使関係等の調査並

びに熊本県版の労働白書であります「くまも

」 。との労働 の発行に要する経費でございます

次に、労働教育費の中の中小企業労働対策

費でございますが、右側の説明欄１、２に掲

げておりますとおり、勤労者の美術展の開催

であるとか、あるいは勤労者に対する労働制

度などの啓発のためのセミナー等に要する経

費でございます。

35ページをお願いいたします。

労働福祉費でございますが、説明欄３の働

く女性の環境づくり事業は、女性が働きやす

い環境の整備を促進するために、啓発事業や

キャリアアップ研修等の実施に要する経費で

ございます。

次の介護休業・育児休業推進事業費は、介

護や育児休業期間中の生活の安定を図るため

に、生活費を低利で融資するための原資を労

働金庫に貸し付けまして、介護や育児のため

の休業取得を支援するものであります。

次に、36ページをお願いいたします。

職業訓練総務費でございます。

中ほどにあります認定訓練事業費でござい

ますが、これは、民間で職業訓練を行ってお

ります職業訓練法人等に対する運営費の補助

及びその指導に要する経費でございます。

次に、技能向上対策費でございますが、説

明欄１の技能検定事業費でございます。これ

は、技能についての国家検定制度であります

技能検定試験の業務を行う熊本県職業能力開

発協会に対しまして補助を行うものでござい

ます。

２の技能振興対策事業は、新規事業となっ

、 。ておりますが １年置きに実施しております

技能の重要性や魅力を広くアピールするため

に、あるいは技能の継承を図るために行って

おります熊本県技能祭に対する補助でござい

ます。

次の３、ものづくりチャレンジ事業でござ

、 、 、いますが これは 若年者のものづくり離れ

あるいは製造部門における技能後継者の不足

の解消を図るために、小中高校生を対象に、

ものづくりチャレンジ教室、こういったもの

を実施いたしまして、ものづくり教育・学習

の促進を図るものでございます。

次に、37ページをお願いいたします。

職業能力開発校費でございますが、職業能

力開発校運営費は、高等技術訓練校の管理運

営に要する経費でございます。

次の職業能力開発事業費でございますが、

説明欄右側１の職業訓練事業費は、訓練校で

実施しております実習訓練等に要する経費で

ございます。

２の委託訓練事業は、身体障害者等の就職

困難者の職業訓練を民間訓練機関に委託をし

て実施するために要する経費でございます。

３の訓練手当は、ただいま申し上げました

就職困難者に対する委託訓練期間中の雇用保

険の被受給者を支援するための訓練手当でご

ざいます。

次に、38ページをお願いいたします。

５番目の新若年者就職支援事業でございま

すが、全額国庫負担の委託事業でございまし

て、若年者のフリーター化を防止して職場へ

の定着を図るということのために、教育と企

業実習を組み合わせた職業訓練や就職基礎能

力の促成講座を実施しておりますが、その実

施に要する経費でございます。

６番目の総合雇用対策に係る離職者訓練事
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業も、同じように全額国庫の委託事業でござ

いまして、国の総合雇用対策に基づき、離職

者を対象として、民間教育訓練機関等に委託

をして実施する職業訓練に要する経費でござ

います。

７の母子家庭の母等の職業的自立促進事業

も、先ほど申し上げました総合雇用対策に係

る離職者訓練事業と全く同じでございまし

て、長期失業状態にある母子家庭の母等の就

職できるような職業自立を促進するための訓

練に要する経費でございます。

次の８番目の障がい者職業能力開発事業

は、障害者の雇用促進を図るために、職業訓

練校において実施いたしております知的障害

者を対象とした販売実務に関する職業訓練、

そして身体障害者を対象として民間教育訓練

機関を活用した委託訓練に要する経費でござ

います。

39ページをお願いいたします。

技術短期大学校費でございますが、右側説

明欄１の技術短期大学校管理運営費、２の教

育対策費、３の学生対策費は、いずれも技短

の管理運営費及び教育訓練を行うために要す

る経費でございます。

４の技術・技能者育成事業は、地場企業、

そしてまた、誘致企業、関連企業の求める人

材育成を通じて本県のものづくり産業の活性

化を図るために、技術講習会の実施に要する

経費でございます。

40ページをお願いいたします。

失業対策費のうち、雇用対策費でございま

すが、ここから42ページまでの説明欄１から

13の事業に要する経費でございます。

主な事業でございますが、まず、２のシル

バー人材センター事業は、市町村シルバー人

材センターへの補助を行う市町村に対する補

助金でございます。

３から５までは、障害者の雇用を促進する

ための事業でございまして、４の障がい者雇

用応援団事業が、障害者雇用率未達成企業の

相談等への対応をするもの、５の熊本障害者

雇用支援センター事業は、就職が特に困難な

障害者の職業的自立を図るために行われる訓

練等の事業に対し補助するものでございま

す。

次に、６から41ページの８までが、若年者

対策の事業でございます。

まず、41ページ、７の若年者ワンストップ

センター事業は、いわゆるジョブカフェくま

もとの事業でございまして、若者しごとカウ

、 、 、ンセラーを配置し 若者に対して 職業相談

それからカウンセリング、こういったものを

行う事業、あるいは県内各地に出向いて講話

などを行います移動ジョブカフェ等の実施に

要する経費でございます。

８番目の若者自立支援事業は、いわゆるニ

ート対策として行う事業でございます。

９番目の人材確保対策事業は、Ｕターンア

ドバイザーの配置等に要する経費でございま

す。

10番目の地域雇用対策推進員事業は、地域

の雇用造成に対応した雇用施策を推進するた

めに、県内９地域のハローワークに地域雇用

対策推進員を配置しております。この９名の

推進員が、それぞれ雇用の開発をしてもらっ

ているというところでございます。

次の11のしごと相談・支援センター運営

費、それから、42ページになりますが、12の

就業バックアップ事業は、パレアの中にあり

ますしごと相談・支援センターで行います就

業支援のための情報提供、あるいは技術講習

会等を行う経費でございます。

次の13の障害者就業・生活支援センター事

業でございますが、これは、障害者の就業の

ために必要な事業所の開拓、それから職業訓

練のあっせん及びこれに伴います生活面等の

支援を行うものでございます。

次に、中高年齢失業者等雇用促進費でござ

、 、いますが 説明欄に記載しておりますとおり

職場適応訓練事業がございます。これは、障
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害者などの就職困難者の就職を促進するため

に、訓練受託事業所、企業で実施いたします

業務適応訓練に要する受託事業所、受託した

企業への謝金と、それから訓練生への手当の

支給に要する経費でございます。

以上、労働雇用総室で15億3,000万円余の

予算をお願いしております。

当初予算については以上でございますが、

続きまして、43ページをお願いいたします。

。 、条例改定についてでございます 条例関係

私どものところから３件お願いをしておりま

す。

まず、議案第62号熊本県職業能力開発審議

会条例の一部を改正する条例の制定について

でございます。

これにつきましては、次の44ページの条例

案の概要により御説明をいたします。

これは、１の条例改正の趣旨に掲げており

ますように、従来の職業能力開発審議会の所

掌事務であります職業能力開発計画その他職

業能力の開発に関する重要事項という新規事

項に新たに労働者の福祉、雇用・就業の促進

等を加え、さらに、名称を熊本県労働審議会

に改めるものでございます。

その理由でございますが、職業能力開発審

議会は、職業能力開発促進法第91条により都

道府県の必置機関となっておりましたが、こ

の法律の改正により任意の設置というふうに

なったことに伴いまして、これを機会に、こ

の審議会の見直しを行い、労働全般に関する

事項について効果的かつ一体的な審議を行う

こととするものでございます。

詳細につきましては、この44ページ下の方

から45ページにかけて記載しております新旧

対照表のとおりでございます。

次に、46ページをお願いいたします。

議案第63号熊本県立職業能力開発校条例の

一部を改正する条例の制定についてでござい

ます。

次の47ページに概要を記載しております

が、熊本高等技術訓練校の授業料を現在の11

万5,200円から11万8,800円に改定させていた

だくものでございます。これは現在の県立高

校の授業料と同額に改定するものでございま

す。

なお、経過措置といたしまして、平成20年

度分につきましては11万7,600円、平成18年

度から引き続き在校しております訓練生につ

きましては、従来どおり無料となっておりま

す。したがいまして、11万8,800円の授業料

が適用になりますのは平成21年度からになり

ます。

次に、48ページをお願いいたします。

議案第64号熊本県立技術短期大学校の条例

の一部を改正する条例の制定についてでござ

います。

次の49ページに概要を記載しております

が、これは、県立技術短期大学校の授業料を

現在の38万4,600円から39万円に、聴講料を

現在の１単位当たり4,900円を5,000円に、そ

れぞれ平成20年度から改定させていただくも

のでございます。

改定に当たりましては、これまで同様、雇

用能力開発機構が持っております短期大学校

の授業料の改定に合わせまして、また、他県

の短期大学校の動向も勘案いたしまして、２

年に１度改定を行っているものでございま

す。

この２件の授業料改定につきましては、熊

本県行財政改革基本方針に基づく受益者負担

の見直しによるものであります。

労働雇用総室関係は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。

○松田三郎委員長 次に、企業局・中園総務

経営課長、お願いします。

○中園総務経営課長 総務経営課でございま

す。

企業局関係について御説明いたします。
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説明資料の53ページをお願いします。

当初予算総括表でございます。

企業局の３つの事業会計について、収益的

収支及び資本的収支を総括表としてまとめた

ものでございます。

予算の編成に当たりましては、厳しい経営

環境を踏まえ、平成18年２月に策定しました

第２期の企業局経営基本計画に沿って、でき

る限りの収益確保、費用抑制に努めました。

まず、収益的収支の損益の欄をごらんくだ

さい。

電気事業会計及び有料駐車場事業会計では

黒字を計上しておりますが、工業用水道事業

会計では赤字が発生しております。特に有明

工業用水道事業において、前年度よりも改善

しているとはいえ、２億3,900万円余の赤字

となっております。

次に、資本的収支の差引の欄をごらんくだ

さい。

３事業とも赤字を計上しておりますが、こ

れは建設改良費や企業債及び他会計貸付金の

償還金によるものでございまして、各事業の

内部留保資金等で補てんすることとしており

ます。

以下、各事業会計ごとの内容でございます

が、54ページをお願いします。

電気事業会計の収益的収支でございます。

収入は21億7,500万円余で、大半が電力料

金収入でございます。支出は21億5,200万円

余で、職員給与費、発電所等の維持運営に要

する経費、減価償却費、支払い利息、荒瀬ダ

ム撤去に伴う設計委託費等でございます。

損益としましては、対前年度1,700万円余

の減となり、2,290万円余の黒字を見込んで

おります。

55ページをお願いします。

電気事業会計の資本的支出でございます。

１の建設改良費でございますが、主な工事

は、緑川第二発電所の所内変電設備及び屋外

変電設備の取りかえ、市房第二発電所水車調

速機の改良でございます。

２の企業債償還金は、公営企業金融公庫等

の償還金、３の他会計への繰出金は、工業用

水道事業会計への貸付金でございます。

合計、対前年度4,490万円余の減となり、

６億9,400万円余を計上しております。

56ページをお願いします。

電気事業会計の債務負担行為の設定でござ

います。

内容は、荒瀬ダムの撤去に関連しまして、

５年間の水質自動観測装置のリースでござい

ます。

57ページをお願いします。

工業用水道事業会計の収益的収支でござい

ます。

、 、 、収入は８億6,000万円余で 内訳は 有明

八代、苓北の各工業用水道の給水収益、施設

を共有している福岡県等からの受託管理収益

及び一般会計からの補助金等でございます。

支出は11億200万円余で、職員給与費、工業

、 、用水道の維持運営に要する経費 減価償却費

支払い利息等でございます。

損益としましては、有明工水の上水転用効

果により収支は改善しておりますが、２億4,

200万円余の赤字となっております。

58ページをお願いします。

工業用水道事業会計の資本的支出でござい

ます。

１の建設改良費でございますが、主な工事

は、有明工水の電力ケーブル等布設、八代工

水の浄水濁度計及び苓北工水の送水ポンプ取

りかえでございます。

２の企業債償還金は、公営企業金融公庫等

の償還金、３の長期借入金償還金は、一般会

計及び電気事業会計への償還金でございま

す。

支出合計としましては、対前年度8,900万

円余減の11億6,400万円余を計上しておりま

す。

59ページをお願いします。
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有料駐車場事業会計でございます。

まず、上の表の収益的収支でございます。

収入は、ほぼ前年度並みの１億3,300万円

余で、駐車場の料金収入のほか、駐車場の一

部専用使用に係る商工団体からの負担金等を

計上しております。支出は7,200万円余で、

、 、職員給与費 駐車場の維持運営に要する経費

減価償却費等でございます。

損益としましては、対前年度1,800万円余

。増の6,100万円余の黒字を見込んでおります

次に、下の表の資本的支出でございます。

１の建設改良費でございますが、主な工事

は、駐車料金計算や発券機等の制御を行う管

制装置の取りかえ等でございます。

２の長期借入金償還金2,000万円は、電気

事業会計への償還金でございます。

企業局は以上でございます。

○松田三郎委員長 労働委員会・佐伯審査調

整課長お願いします。

○佐伯審査調整課長 労働委員会でございま

す。よろしくお願いいたします。

平成20年度の当初予算について御説明申し

上げます。

資料の61ページをお願いいたします。

予算につきましては、委員会費と事務局費

で構成されております。

まず、委員会費でありますが、労働委員会

の15名の委員とあっせん員に対する報酬等で

ございます。

次に、事務局費でありますが、事務局職員

10名に係る人件費 事務局の運営経費 審査・、 、

調整事件の審問、あっせん等に係る経費、個

別労働関係紛争のあっせん等に係る経費並び

に会議及び研修等に要する経費でございま

す。

以上、合計いたしますと、労働委員会の予

算総額は１億3,660万8,000円となっておりま

す。

なお、前年度に比べて1,100万円ほど増額

しておりますのは、前年度末退職者がおりま

した関係で、１人分が相対的にふえたような

形になっているものでございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

○松田三郎委員長 では、以上で執行部の説

明が終わりましたが、委員の先生方にちょっ

と御相談ですが、この後、一応ここで切りま

して、昼食を入れて、その後質疑、あと報告

事項も６本ほどありますので、その質疑その

他も用意しておりますので、１時間ほど……

(「落ちついてやりましょう」と呼ぶ者あり)

あしたもございます。

ということで、１時10分まで昼食のために

休憩をいたします。

午後０時９分休憩

午後１時10分開議

○松田三郎委員長 それでは、休憩前に引き

続き委員会を再開いたします。

執行部の説明が終わりましたので、質疑を

受けたいと思います。当初予算についての質

疑でございますが、質疑はございませんか。

○城下広作委員 ちょっと３点ほど聞きたい

んですけれども、順番に、まず、商工政策の

３ページの部分です。

例の６と７で、商店街のパワーアップ支援

事業、それと７番のがんばる商店街の総合支

援事業、いわゆる商店街に対して本当にどこ

もここも、県下の商店街でも、至るところ厳

しいと思います。そういう中で、どこでも手

伝ってもらいたいというのはやまやまだと思

うんですけれども、そういう中で、実際パワ

ーアップ支援事業、特に人材育成とかアドバ

イザーとかというのが行って助言して活性化

になるというふうな事業だと大体思います。

具体的に過去にそういうことをやって効果が

あっているのか、また、こういう事業で、例
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えば具体的にアドバイザー、どういうことを

言って盛り上げるという可能性があるのかと

か、こういう部分をちょっと確認したいです

ね。

それと、がんばる商店街総合支援ですね。

これも、商品開発とか具体的にどこまでどう

いう形で突っ込んで応援してやるのかとい

う、まあ具体的なものを考えてあればという

ことです。

それで、関連して、次のページで、２番の

商店街振興組合に対する指導の事業補助とい

う、これは団体に要するに支援すると。これ

は、先ほどは、どちらかというと商店街の個

々の部分にいろいろあるでしょうし、ここは

団体にやって、いろいろ調査、指導とかいろ

いろあるんでしょうけれども、この辺の違い

と、具体的に効果の部分ですね、どういうこ

とをすると過去に効果があった、今回もこう

いう形でやると効果が出るだろうと思って予

算立てをしておりますということで――委員

長、済みません、順番順番聞いて、３つ聞き

たいもんだから、続けて言った方がいいか、

一個一個――よその課になるもんですから。

○松田三郎委員長 よその課。なら、２つだ

け、今の分だけしときましょうか。

○城下広作委員 先に。

○宮尾商工政策課長 商工政策課でございま

す。

ただいまの商店街振興の事業についてのお

尋ねでございますが、まず、この商店街パワ

ーアップ支援事業、６番の方の事業でござい

ますが、これは、人材育成、アドバイザー派

遣としておりますが、御承知のとおり、やは

り商店街の振興のための核となる人材の育成

というのは、これは非常に重要な問題でござ

います。先生方も御承知のとおり、商店街、

もう全般的にやはり高齢化が進みまして、な

かなか世代交代も進まないと、なかなか子供

にも継がせられないというような商店街が多

数ございます。

その中でも、やはり核になる人材を養成す

るということが一番重要であるということで

この事業に取り組んでおるわけでございます

が、具体的にどういったことをアドバイスあ

るいは研修やっているかと申し上げますと、

やはりその商店街、商店街にとりまして、マ

ーケッティングであるとか、それから商店街

の強みであるとか、もちろんその個店の魅力

づくりといったこともございますが、それぞ

れ商店街ごとの、やはり自分たちの売りとい

いますか、そういったものを、ああいう大規

模店舗と比べて何が足りないかといえば、や

はりそこは戦略性といいますか、漫然とお客

さんが来るのを待っているという昔ながらの

商売じゃこれからやっていけないんだといっ

たことを、そういったテーマを毎回掲げなが

らアドバイスしていると。ですから、人づく

りと、それからそういった戦略性であります

とか、そういったものをやっている事業でご

ざいます。

それから、もう１点、がんばる商店街総合

支援事業というのがございますが、こちらの

方は、もちろん従来から、いろんな商店街に

対する取り組みといいますか、事業はやって

きているんですが、この中身を申し上げます

と、１つは地域連携型商店街づくり事業、そ

れからインターネット販促事業、それから町

中づくり推進事業と、それと、大型店との連

携共同による地域活性化、これはガイドライ

ンの話でございますが、この４つでございま

す。

特に、この中で私どもが力を入れてやって

おるのは、地域連携型商店街づくり事業と申

しまして、予算額は昨年よりもかなり落とし

、 、 、ておりますが これは わかりやすく言えば

商店街組織が地域の団体、それこそ老人会で

ありますとか、それから農業団体であります
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とか、商店街が、商店街だけではなくて、商

店街を取り巻くそういった地域の地域活動団

体、ＮＰＯなんかも含んでおりますが、こう

いったものと連携をして、商店街が、商店街

のことということでなくて、地域をどう支え

るかという話の中で連携をとりながらやって

いこうというようなこの事業を、実は３年前

からやっております。

具体的に言えば、例えば阿蘇のミズキであ

りますとか、それから同じ阿蘇でトマトベリ

ーと、阿蘇町ですけれども、こういった感じ

で、補助が終わってから後も継続してやって

いただいているところも多数ございます。

それから、もう１つ紹介させていただきま

すと、インターネットの販促事業、これは、

昨年から実は商店街ブログ講座という形で個

店の魅力をやはりアピールしなきゃいかぬと

いうことで、新しい販売促進方法としてその

ブログ講座を開設しております。これも、ブ

ログ自体は個店なんですが、商店街で３人１

組で出してくださいということで募集してお

りまして、非常にこれはマスコミ等で取り上

げられておりますが、アクセス件数が３カ月

で12万件ですかね、という形で非常に好評で

ございまして、ただこれは、あくまでお客さ

んがのぞきに来たというだけで、それから先

商売にどう結びつけるかというのは、またそ

れぞれの個店の努力だと思いますが、そうい

った新しいこれまでにない販売の手法、こう

いったものも商店街の方に普及していこうと

いう取り組みをやっている事業でございま

す。

それから、最後に、商店街振興組合、いわ

ゆる県の商振連というやつでございますが、

商店街振興組合指導事業費補助ということで

、 、ございますが これは商振連と申しますのは

商店街振興組合法、昭和37年の法律でござい

ますが、こちらで商店街振興組合というもの

が規定されておりまして、要するに法人化し

た商店街振興組合というものの連合会といい

ますか、それを県内取りまとめている組織に

補助をするという形でございます。県内で現

在24ございます。24の商店街振興組合をこち

らの方で――ですからかなり大きい商店街ば

っかりですが、そこの指導、研修等をやって

いるということでございます。

県内には大体170ぐらいの商店街と呼ばれ

るものがございます。その中のこれはもう大

きい方から24というふうに考えていただけれ

ば結構ですが、こちらの方はそれなりに商店

街としてもまだしっかりした取り組みをやっ

ているところでございまして、こちらの方に

、 、は もうこういう連合会の方の補助によって

連合会で、そういう指導でありますとか調査

でありますとか、商店街の、170ぐらいござ

いますもんですから、レベルの高いところか

ら、もうちょっとかなり難しいところもござ

いますので、その幅広いところはうちでやっ

ているわけですが、そういうある程度力のあ

るところは、もうこの連合会の方でかなりや

っていただいているというようなことでござ

います。

○城下広作委員 いろいろ本当に県下の商店

街、170幾つあると、大きいのでいえば24で

あると、恐らくこの団体にやる分は、それは

組合といいますか、そこである程度考えられ

て使われていくということだと思います。そ

れが功を奏している奏してないとか、いろい

ろあると思います。だけど、あと残されたと

ころなんていうのは、なかなかそういう資金

もないから、それはもう疲弊しまくると。こ

れはもう個人の責任じゃない、社会全体の景

気の問題もあるから、どうしようもない部分

もいろいろあると思います。

それと、先ほど言ったように、いろいろ各

個人も、もうインターネットだ何だとか大変

いろいろ頑張られて、それを頑張った末に結

果的にそれに勝たないという形で商店街が疲

弊して、あるいは後継者もなかなかもう出な
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いと、人口は減少してとなると、もうどうし

ようもないという中で、あえてまたこういう

ふうにいろいろ支援をしながらやらないと、

なお悪いということで大変難しい部分だと思

うんですよ。

だけど、適材適所で、本当にやっぱりここ

に手を打つと間違いなくよくなるだろうとい

うようなところをしっかり精査をして、漏れ

がないような形でちょっと支援するようにし

ないと、どこが選ばれるのか、どの事業にバ

ックアップするのかと、いろいろ基準がある

と思うんですよ。考え方もいろいろあるでし

ょうから。この辺のことをしっかりよく精査

していただいて、限られた予算の中で大事な

ところにやるべきと思えば、しっかりやって

効果が出るように、ぜひ少ない予算で効果が

あらわれるように頑張っていただきたいと思

います。

それでは、３つだから、あと２つ、続けて

済みません。

31ページの例の観光物産総室の部分で、修

学旅行の誘致に対して頑張るというような

形、私も過去に質問したことがあります、議

会で。日本全国で熊本に一回も修学旅行に来

ない県もあるんですね。何人か来た、大体ず

っと調べて、特に鳥取とかあっちの方だった

と思いますけど、島根とか。熊本には一回も

修学旅行のあれがないとかいう部分で、全部

調べてわかりますけれども。具体的に修学旅

行誘致する、どういうことをしたら修学旅行

がたくさん見込まれるというふうに具体的に

考えてあるのか、その部分ですね。

、 、それと 10番のスポーツキャンプ誘致事業

これは、Ｊリーグ等いろんなスポーツ、熊本

で合宿云々とやってもらいたいと思います。

大変大事なことだと。それと同時に、ちょう

どオリンピックがこの７月に開催予定で、中

国の食の問題でいろいろと、日本で練習をし

たいというような国々が結構話があっている

というのも話題になっております。

そういう中で、ちょうど、九州、特にこの

熊本で、そういう例えばチームとか、オファ

ーとか、逆に言えば、積極的に働きかけをし

たら、九州、特に熊本なんかでいろいろ国体

でつくった施設、立派なところあります。例

えば、クレー射撃だっていいのがあるだろう

し、サッカーだって――まあ水泳はちゃんと

。 、何かあそこ決まりましたね そういう部分で

練習はぜひ日本でやりたいというのが結構今

から、本音はあるんじゃないかなと、食の関

係とかいろんな問題で。そういうときに、具

体的に県としてそういうのに対してどうにか

営業かけて、誘致とか何かというのはできな

いんだろうかと思うんですけれども、その辺

の発想とかそういうのはちょっと考え方とし

てあるのかないのか、これをちょっと確認さ

せていただきたいと思います。

○松田三郎委員長 １点ですね。

○守田観光物産総室長 まず、第１点目の修

学旅行でございます。

修学旅行にとりましては、熊本とかは九州

の中では非常に大きな位置を占めております

ので、しっかりやっているところでございま

して、１つは、熊本県修学旅行受入促進協議

会という大きな組織をつくっております。こ

れは59団体で組織をしておりますが、これで

もう強力に今地域を回りまして運動をやって

いるところでございます。

それとともに、また別に、今九州全体で九

州観光推進機構をつくりました。こちらも19

、 、年度からでございますけれども 19年度から

、 、修学旅行を促進しようということで 全国の

特に西日本、東京から西でございますけれど

も、こちらの方には今そういういろんな仕掛

けをいたしております。

それから、南九州３県で連携をいたしまし

て、これは南九州の観光議連の御指導もあっ

てやっているんですけれども、その勉強会を
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また別につくりまして、その中で分科会とし

まして、九州３県で連携して、修学旅行の方

を南九州に来ていただけないかということ

で、それを東京、それから横浜、関西につき

ましては、いわゆるホテルの方、それからい

ろんな施設の方、それから我々行政が、数人

ずつのブロック単位をつくりまして学校訪問

もいたしております。この学校訪問を関東地

方で初めてやったのは我々熊本県だというふ

うに聞いております。そのような形で一生懸

命今努力をしているところでございます。

それから、２点目のスポーツキャンプでご

ざいます。オリンピックのことを先生から今

お話がございました。実は、余り結果として

はいい回答できなかったんでございますが、

我々今まで実はずっと努力をしてまいりまし

て、お国もはっきりわかってますが、ベルギ

ーを――それがきょう朝報告が来まして、ベ

ルギーから。アウトになりました。文科省を

通しながらいろいろやりながら、最初はそう

いう情報をとりながら、何とか熊本に誘致し

ようということで、熊本市さんと連携をとり

まして、もう約１カ月以上、１～２カ月かけ

てずっとやっておりました。新聞にも、ベル

ギーから代表の方がおいでになったところが

写真に出ていたわけでございますが、実は知

事にも市長にもお出ましをいただいてやった

ところでございますが、まことに残念だった

んですが、きょう朝、どうしてもちょっと遠

、 、いというお話がございまして やはり中国で

現地でやらせていただきたいということで、

先ほど、ちょうど先ほど報告があったばかり

でございます。

そういうことを踏まえまして、一生懸命個

人的なつてですとか組織を、つてを通しまし

てやってきたところでございます。

○城下広作委員 わかりました。修学旅行に

関しては、これはあくまでも宿泊をしていた

だくというふうに力を入れないと、通過で来

てもらうというのは余り効果が私はないと思

います。だから、宿泊を伴う熊本に泊まる、

そういう形の修学旅行の受け入れを考えると

いうことで頑張っていただきたいと。

それと、そのオリンピックに関係しては、

まだベルギーは確かにサッカーの部分で縁が

ありましたから十分相手として大事なところ

だと思います。それ以外でも今後もまだアタ

ックすることもできるんじゃないか、その見

通しなんかどうでしょうか。

○守田観光物産総室長 時期的に、７月でご

ざいますので、そろそろもう限度かなと考え

ております。

○城下広作委員 もうちょっとやっぱり努力

しながらもっと……。

○松田三郎委員長 ちょっと淡白だよな。

○城下広作委員 それはあんまり夢がない。

もうちょっと、まだ７月までの間にいろいろ

急遽いろんなところでオファーがあるかもし

れぬと、そういうときは積極的に名乗りを上

げて頑張るというぐらいは、ちょっとやっぱ

り頑張っていただきたいと思いますね。

それともう１点、済みません。

今度は、40ページ、労働雇用の問題なんで

、 、すけれども 本当若者からいろいろ厳しい人

障害者いろいろあるんですけれども、特に障

害者の雇用の部分で、障害者自体の雇用の受

け皿を企業でいろいろ数値目標とかいろいろ

ありますけれども、どうしても障害者の、特

に知的の関係なんですけれども、ある程度人

がついて、ジョブコーチがつくと就労に結び

つけるという部分があるんですけれども、全

部いろんな事業所、どちらかというと、本人

がとにかく企業に雇っていただいて、その中

で身を投じて頑張るという部分があるんです

けれども、それではなかなかできない人もた
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くさんいるわけでしょう。やはりセットでジ

ョブコーチというのがいて初めて障害者が雇

用である意味で貢献できるというのがあるん

ですけれども、ジョブコーチの支援とか枠を

拡大するという事業はどこに反映されている

のか、ジョブコーチのやっぱり私は育成とか

数の確保というのは絶対障害者雇用には大事

なんですけれども、これはどうなんでしょう

か。

○井手労働雇用総室長 ジョブコーチにつき

ましては、確かに、先生おっしゃるとおり、

非常に効果がある事業だということで、今こ

れは所管しているのが・・・熊本労働局の安

定部門の方で所管をしております。

ジョブコーチの数を拡大する、それから資

質を上げるというような事柄で予算要求なり

何なりも既に進んでいるというふうに聞いて

おります。

私どもの方で、先生がおっしゃるように、

障害者の方が雇用をされて、そこに営々と勤

めておられるように努力していくためには、

障害者本人の技術の訓練といいますか、それ

ともう一つは、雇っている企業側の労務管理

のやり方なり何なりで、かなり特別の手法な

り何なりとらなければならないというような

ことがあるもんですから、そのために、この

40ページに掲げております、４番目に書いて

おります障害者雇用応援団事業というのをや

っているところでありまして、非常に障害者

の雇用について先進的な取り組みなり実績な

りをお持ちになっている企業の方々が、具体

的に障害者を雇用したときにどういうことを

注意したらいいのか、職場に長く定着しても

らうためにはどういう労務管理と職業能力の

開発に努めたらいいのかということを、企業

同士で教え合うというようなものを私どもや

っておりますので、これとジョブコーチと両

方がうまく進んでいきますと、かなり障害者

の定着、それから就業の促進というものがで

き上がってくるんじゃないかというふうに思

っているところです。

○城下広作委員 やはり特に知的の方は、あ

る程度本人が若干そういう理解しない、だけ

ど、動作としてはコーチがいることによって

単純な作業でもやれるということで、１人で

はゼロと、できない。だけど、ジョブコーチ

がいると半分はできるというケースが結構あ

るもんですから、やっぱりここで最終的には

、 、力入れていかないと 知的障害の方は永遠に

ちょっと就労といってもこれは現実に難しい

というふうになりますので、これはぜひ頑張

っていただきたいというふうに思います。

あとはまた、２つほどあります。あとで全

部終わってからお聞きしますので。

○松田三郎委員長 ほかにございませんか。

○鬼海洋一委員 簡単なやつで、これは４ペ

ージの運輸事業振興助成費ということで計上

されておりますけれども、前回もちょっとお

話し申し上げましたが、この原油の価格の高

騰によって、トラック業界、特に運輸業界と

いうのは大変厳しい状況に今追い込まれてい

るわけですよね。たしか昨年の暮れだったで

しょうか、トラック等では、集会をやったり

決起集会やったりということもあっておりま

して、ここは相当の厳しさというのが我々も

よくわかるんですけれども、そういうトラッ

ク業界からの再三の県に対する支援要請等も

行われているようですけれども、それをどう

いうぐあいに反映をされたのかという――こ

れは６月になっていくのかなというふうにも

思いますが、こういう形で計上されているも

んですから、その点を１つ質問したいと思い

ます。

、 、 、もう一つは 13ページ ソーラー関連産業

これは目玉の一つとして県が重点的に取り組

んでいる課題ですが、ソーラー産業支援、現
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状がどういうぐあいになって、どういうこと

に具体的に支援をされようとしているのかと

いうことについて御説明をいただきたいと。

まずは２点、後でまた御意見を申し上げた

いと思います。

○松田三郎委員長 第１点につきましては宮

尾課長。

○宮尾商工政策課長 ただいまお尋ねのござ

いました４ページの運輸事業振興助成費でご

ざいますが、こちらの振興助成費につきまし

ては、補助金の趣旨、目的自体は、昭和51年

度の税制改正によりまして軽油引取税が引き

上げられたことに伴いまして、この公共輸送

機関の輸送量の確保、輸送コストの上昇抑制

等に対しまして、51年度以降、この補助金と

いうものが設けられまして、軽油の使用料等

を基礎とするものでございます。

内容的には、トラック事業者でありますと

か、バス事業者の公共性にかんがみて、この

軽油引取税の一部を交付するという形でござ

います。したがいまして、昨今の原油の高騰

とは直接リンクしたものではございません。

用途につきましても、安全施設でありますと

か、環境対策でありますとか、そういったも

のに対する補助ということで、先生方御承知

かとは思いますが。

原油の高騰対策につきましては、先ほど鬼

海委員の方からお話ありましたとおり、トラ

ック業界の方では、１月27日だったと思いま

すが、九州統一の決起大会というのがござい

まして、県の方にもこういった決起大会をや

ると、暫定税率の話も含めまして私どもの方

に話があったのはもう先生の御指摘のとお

り。

ただ、県といたしましては、軽油の高騰対

策の中で、なかなか特定業種だけをという、

トラック業界だけをという話はちょっと難し

ゅうございますので、現在やっておりますの

は、この原油高の影響の、特に影響の著しい

業種に対しまして、特別相談といいますか、

直接指導、巡回に回るという形で対応してお

りますし、あと、融資の話につきましては、

経営金融課の方から御説明した方がよろしい

かと思いますので、そちらに譲りたいと思い

ますが、そういう形で、県としましても、軽

油の高騰の状況につきまして、いろんな検討

をしているという状況でございます。対応し

ているという状況でございます。

○松田三郎委員長 前田課長、２点目。

○前田産業支援課長 産業支援課でございま

す。

ソーラー関係の支援策等につきましてです

けれども、地場企業に対しましては、これは

６月にまた具体的には御相談ということにな

、 、ろうと思いますが 太陽光発電の教育研修と

地場企業に対して、太陽光発電の仕組みがど

ういうものであるか、どういう商品を開発し

たらいいかというような教育研修をやってお

ります。

それから、新たな試作品をつくる企業に対

しても、太陽光発電を使って新たな商品をつ

くると、そういったものに対しての補助とい

うものを今現在やっておりますが、来年度の

新規でもまた御相談申し上げたいというふう

に思っておりますが、そのほかでは、ソーラ

ーエネルギー等の推進協議会、こういったも

のを関係者と県とで協議会をつくりまして、

その中で、いろんな普及、啓蒙、啓発策等の

検討を行っております。

それと、そのほか、県としましては、環境

立県くまもとというのを掲げておりますの

で、ソーラー関係がＣＯ2の対策等にも非常

に効果があるということもかんがみまして、

私どもとしましては、ソーラー関係の発電関

係を県内に啓発しますとともに、県内のソー

ラー関係の産業が振興するようにということ
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で、例えば、大きなソーラーシステムを備え

つけた企業等に対しましては、非常にソーラ

ーへの取り組みが進んでいるというような認

定証的なものを考えるとか、それから、各自

治体等とも協力をいたしまして、公園整備等

の際にはソーラー発電等を据えつけていただ

くことを勧めていくとか、そういった取り組

みを今後やっていければなというふうに考え

ております。

以上です。

○鬼海洋一委員 前田課長のところで今お話

がありましたが、どの程度実績として活性化

しているのかということと、それから温暖化

対策対応というのがエコ製品の問題でありま

したけれども、これがじゃあ温暖化対策――

どの程度の貢献といいますかね、が現状、こ

れだけの予算を投下する中で行われたのかと

いうような検証というのはなされているんで

しょうか。

○前田産業支援課長 効果につきましては、

新製品の製造等につきましては、今３社ほど

の取り組みがあっております。それから、温

暖化の方への件に関しましては、正直申し上

げまして、具体的な数字というものはとらえ

ておりませんが、こういった地道な努力が広

がっていくことが大変重要であるんではない

かというふうに考えております。

○鬼海洋一委員 まだ始まって目玉として取

り組まれまして日も浅いわけですから、一気

に検証ということにも相成らぬというふうに

思いますけれども、やっぱり行政というのは

ある種の科学が必要だというふうにいつも私

思ってまして、その事業をやっていく上でど

れくらいの産業としての広がりが出てきてい

、 、 、るのか あるいは 先ほどお話しのとおりに

ソーラー発電等含めまして、エコエネルギー

対策ということも進められているというお話

ですけれども、じゃあこれがどのくらい、ま

ず県庁の、つまり今後の温暖化対策等につい

ても、今度その一つ一つのデータが必要にな

っていくわけでありまして、そういう努力の

成果というものについても一定程度把握をし

ていく必要があるんではないかというふうに

思っていますから、今後の課題としてぜひ頭

の中に置いていただきたいなというふうに思

います。

それから、先ほどの商工政策課の方の話で

すが、実は今、特に熊本県も、チラシを配布

してまで特定財源の維持あるいは暫定税率維

持等については基本的に取り組まれているわ

、 、けですけれども 特にトラック業界の中では

つまり軽油引取税含めまして、前回もちょっ

と指摘をいたしましたが、この暫定税率をや

っぱりもう外してもらわな困ると、ここまで

来ればというような、そういう思いが強く出

ているということについても、たしか12月議

会か９月議会の中でお話をしたわけですけれ

ども、そういうぐあいに、現行の取り組み、

その後に対する批判も出てきているわけです

ので、トラック業界を初めとする運輸業界に

具体的に県として支援できるものはどういう

ものがあるかということについても、もう少

し真剣に考えて、あるいはそういう団体との

協力、協同関係を強めていくことが必要では

ないかというふうに思っておりますので、そ

のことも要望として申し上げておきたいと思

います。

○田大造委員 41ページの７番になると思

うんですが、水前寺のジョブカフェに私が行

きましたときには、広報宣伝活動費が慢性的

に毎年足らないと、そういう話もいただいて

ます。それで、移動式ジョブカフェを熊本県

が初めて本年度から、19年度からするわけで

すが、何カ所開催予定で、その広報宣伝はど

、 。のようにされる予定なのか 教えてください
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○井手労働雇用総室長 移動ジョブカフェに

つきましては、19年度に、先般天草地域で移

動ジョブカフェ１回やったところでございま

す。この際の広報戦略につきましては、期限

も迫っておったというような事柄もありまし

、 、 、たもんですから 天草市 それから上天草市

苓北町、この２市１町村の、いわゆる「市政

だより」といいますか、これを使わせていた

だきまして、全部の戸数にこういうことがあ

るんだということを告知いたしました。

かてて加えまして、一番ターゲットとして

おりましたのは、この時期になってまでまだ

決まっていないような高校３年生の方々を中

心に考えておりましたので、地元ハローワー

クと協同しまして、学校の先生方、進路指導

の先生方に対して、ローラー作戦じゃないで

すが、全部連絡をとらせていただいたところ

です。したがいまして、天草で移動ジョブカ

フェ第１回を今年度やりましたときには、25

名ぐらいのまだ就職が決まっていらっしゃら

ない方々がお見えになったところでございま

す。

一般的に広く知らしめるということがなか

なかできないような、移動ジョブカフェその

ものが、この時期になっても決まっていない

ような方々を中心に考えているもんですか

ら、それからしますと、平成20年度やるとす

るならば、県南地域の特に就労がまだ進んで

いないというような状況というのは変わらず

にあるわけでございますので、人吉、球磨、

水俣、芦北、そして天草上島、下島と、こう

いうところが移動ジョブカフェの対象となっ

。 、てくると この際の広報戦略につきましても

先ほど言いましたのと同じような方法をとら

せていただきたいというふうに思っていると

ころでございます。

○松田三郎委員長 ほかにございませんか。

○山口ゆたか委員 済みません、５ページ、

２番にあるんですけれども、中小企業協同

組合指導費ということで、協同組合等の設立

の促進及び運営指導等に要する経費でござい

ますけれども、結局、正しければ、協同組合

法がかなり緩和されて、かなり自由に設立で

きるように、２～３年前だったと思いますけ

れども、そういった意味で、確かに５人の組

合員で、100万の事業費があれば、県知事の

許可がおりるんだということで、かなり緩和

された法律の改正になったわけですが、そう

いったことを考えますと、この設立の促進、

どういったことを皆さん考えて設立を促進し

て訴えていかれるのかというのがちょっと気

にならないわけでもないので、このあたりの

考えを伺います。

○宮尾商工政策課長 ただいまお尋ねのあり

ましたこの中小企業協同組合指導費というの

は、これはこの予算的には中央会等の指導費

といいますか、事務費でございまして、今、

、 、山口委員御指摘ありましたとおり この法律

確かに改正になって設立が、簡単ということ

ではないんですが、要件は若干緩和している

ということで聞いております。

ちょっと今手元に詳細ございませんが、そ

ういったこともありまして、中小企業団体中

央会と連携をとりまして、できるだけ協同組

合、協同事業というものを広げていきたいと

いうことで取り組んでいるわけでございます

が、この協同組合自体もいろんな業種あたり

がございますので、なかなかここをという形

ではとっておりませんが、できるだけ中小企

業の効率的な協同販売でありますとか、ある

いは協同の目的で事業という形のものをでき

るだけ設立、指導、普及させていこうという

趣旨でございます。

○山口ゆたか委員 なかなかやはり県知事の

認可があるというので、金融機関に対する理

解度等が高いので、かなりＮＰＯよりも優遇
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されるところがあるんですね。そういった点

で、中央会におかれても、運用されるに当た

って慎重に行っていただきたいと思います。

そういうことも自粛していただきたいと思い

ます。

２点目に、もう一度４番のサービス産業振

、 、興事業 現在してあることはわかるんですが

及び産学官連携により健康サービス産業の振

興を図るための経費ということで、ちょっと

イメージがわかないんですが、どういう事業

なのか、ちょっと教えていただきたい。

○宮尾商工政策課長 確かにちょっとここが

過ぎたるところがございますが、予算の内容

的には、昨年設立いたしました健康サービス

振興協議会という民間の組織がございまし

て、日赤でありますとか熊本大学であります

とか、そういった健康サービス産業を振興し

ていこうという民間の協議会組織がございま

して、そこに対しまして49万円の補助金とい

う内容でございます。

実はこれは、今後私どもサービス産業の一

つの核として健康サービス産業というものに

取り組んでいきたいということを考えておる

、 、ところでございまして サービス産業自体は

大きく言えば、第３次産業すべてサービス産

業であるんですが、その中でも本県の非常に

ポテンシャルのあるといいますか、可能性の

あります情報サービス産業とそれから健康サ

ービス産業とこの２つを、サービス産業が非

、 、常にウエートが高くなっておりますし 今後

経済のソフト化といいますか、どんどんサー

、 、ビス産業のウエート高くなりますので 本県

非常に健康サービス産業というものに可能性

があると考えておりますので、そういった協

議会を中心に新しい産業を興していきたいと

いうことで、ちょっと振興を図ると書いてあ

りますけれども、内容は、そういう協議会へ

の負担金的なものでございます。

○山口ゆたか委員 ７ページをお願いしま

す。

農産加工研究指導費についてお聞かせくだ

さい。

この内容の説明等で、２番の研修指導事業

――農産加工部ということですけれども、と

３番の農産加工研究開発事業と、このあたり

ちょっと教えていただければと思います。

○前田産業支援課長 ２番の研修指導事業で

ございますけれども、これは統合する前の食

品加工研修所時代からやっておりました事業

でございますんですが、産業技術センターの

農産加工部が核となりまして、コーディネー

ターとなりまして、農産品を生産する農業者

の方、それからそれを加工する食品加工業者

の方、それから農産物をつくるときの農機具

メーカーでありますとか、それから流通業者

の方でありますとか、そういった方々と連携

をして、農産加工部がコーディネーターとな

って、新たな新商品でありますとか、それか

ら販路でありますとか、それから地域ブラン

ド、こういったものを新たに創出していこう

という取り組みをやっておる事業でございま

す。

それから、３番の農産加工研究開発事業と

いいますのは、例えば、河内のミカンがあり

ますが、あのミカンを利用して濃縮ジュース

をつくっていくとか、ブルーベリーでジャム

をつくっていくとか、そういう加工技術、商

品としてどういう加工をすれば通用するか

と、そういったものを生産者の方と一緒にな

って研究をやっていくと、そういった事業で

ございます。

○山口ゆたか委員 今研究開発をやっていく

んだということをお聞きしたんですが、その

県産の農産物の選定というか、どういった産

物を使うんだと。私の地域にもいろんな、熊

本県内を見ても、いろんな県産物、県産農産
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物があると思うんですけれども、そういうの

はどうやって選定されているというか、今も

地元と一緒にということも言われたんですけ

れども、どのような働きかけをされているの

かなとか、どんな動きというのもちょっと教

えていただければと思うんですが。

○前田産業支援課長 現時点では、やはり農

、 、家の方とか それから食品加工業者の方とか

そういった方々が持ち込んでくると。持ち込

んでくるものを受けるというやり方が多いの

、 、かなというふうに思っておりますが 今後は

地域資源を活用したという形で、こちらから

もいろんな働きかけをしていく必要はあるの

かなというふうに思っております。

○山口ゆたか委員 わかりました。

あと１点お聞かせください。

私も質問させていただきましたので、労働

関係でお願いなんですが、要望というのが強

いと思うんですけれども、いろんな形で質問

させていただいて、障害者に限らず就労の支

援をしていただいているんだなということを

気づいたんですが、１点、障害者関係でいい

ますと、教育の部分と健康福祉の部分と、や

っぱり御意見が、役割が違ってくる、かなり

話をヒアリングさせていただくときに争点が

違う話になってきたりしていたもので、この

あたりを一元的に連携して、熊本は障害者を

支援していきますよということを言っており

ますので、その横断的な支援をもって障害者

の就労も含めていただきたいなというふうに

思います。

終わります。

○松田三郎委員長 済みません、私もいっち

ょお願いします、皆さん考えとんなる間に。

井手総室長に質問します。

、 、34ページ ７番の新規となっておりますが

ワークライフバランス、よく最近になって聞

く言葉でありますが、一昨年私が厚生の委員

長をしておりまして、そのとき、まだ用語自

体はこういう言い方、表現なかったかもしれ

ませんが、よく少子化対策とか子育て支援の

ところでも、現場のお母さんとか保育士さん

からも、働き方の文脈の中でこういった考え

はあったかと思います。大変重要なことでは

ありますが、えらい辛抱した予算計上になっ

とるなと思いまして、新規で大分遠慮しなは

ったところもあろうかと思いますが、この対

象者というか、規模、回数というのが、30万

ですか、当初予算。でありますので、積み上

げたそのあれで教えていただければと思いま

す。

○井手労働雇用総室長 このワークライフバ

ランス、５年ぐらいからですか、割りかし一

般的に仕事と家庭の調和というような形で言

われてきているところでありまして、私ども

も、平成19年の１月のことでしたが、労働組

合の代表の方々、経営側の代表の方々、そし

て私どもとそれから労働局と入りまして、仕

事と家庭の両立を進めていくために、それぞ

れがどういう役回りをやっていったらいいか

ということの確認を取り合うというような会

議を行ったところでございます。

そのときに幾つかの提案がありましたとこ

ろで、私どもがやっていくべき事柄として、

中小企業を対象にして、労務管理の改善なり

何なりでセミナーを開催していく、そこで、

働きやすい労務管理のあり方であるとか、女

性が働きやすい労務管理のあり方であると

か、あるいは家庭生活を男性が手伝いやすい

ような仕事の与え方、能力の開発の仕方、こ

ういったものについてやはり啓発活動を続け

ないかぬというような御提言もありましたも

のですから、このことのセミナーを30万ほど

かけてやろうというふうにしているところで

あります。

ただ、ここで掲げておりますのは、30万と
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いうのはわずかな額でございますけれども、

このことにつきましては、私どもだけじゃな

くて、労働局の中におります雇用均等室、そ

れから雇用均等室の外郭団体であります21世

紀職業財団、こういうところと連携をしてや

っていくということになります。

加えまして、県の中での連携といいますな

らば、先ほど委員長がおっしゃいました少子

化対策課、それから総務部の方に移りました

男女課、こういうところとの連携をやって、

仕事と家庭が両立するような労務管理のあり

方というのを探っていくというような事柄に

なってくるんじゃないかというふうに思って

いるところでございます。

○松田三郎委員長 回数とか何とかと言うた

ら、またほかの予算も一緒にということでし

ょう、労働局とか何とかで。

○井手労働雇用総室長 これはセミナーの経

費だけでございます。

○松田三郎委員長 セミナー、１回。

○城下広作委員 例のといいますか、旧免許

センターとのインキュベーションの施設の部

分のちょっと最近の近況をちょっと教えてい

ただきたいのと、今後、めどというか、どう

するかということ、これをちょっとわかる範

囲で確認をさせていただきたいと思います。

もう一点は、22ページの企業立地課の部分

で、大型企業等の立地推進事業で、これは各

種データ等の調査に要する経費と、これも具

体的に何かどっか大型のあれが、めどがあっ

てこういう形で上げられたのか、また、この

基礎データ等の調査、具体的にはどういう調

査をするかという、これをちょっと教えてい

ただきたいと思います。

○松田三郎委員長 １点目は前田課長です

か。――前田課長。

○前田産業支援課長 夢挑戦プラザ21の件に

関しましては、免許センター跡地から、あそ

こを撤去しまして、今現在電応研が使用して

いた建物、そこに入っております。今現在17

室のうち11室が入居しておりまして、近々入

居申し込みの審査をする予定にしておりま

す。

以上です。

○城下広作委員 ブースが17あるわけですか

ら、一番最初は大体応募があって断るぐらい

ちょっとあったんですね。だんだんもう最近

は応募が少なくなったということで、今後ま

だ続けていくのか、どういう状況なのか、ど

ういう考えなのかなということ、ちょっと。

○前田産業支援課長 応募が少なくなったと

いうふうには私どもはまだ認識はいたしてお

りません。今回も補充の申し込みに関しまし

ては多数の応募があっておりまして、ただ、

非常にあそこは、これから創業を始めるとい

う創業準備室的なものも持っておりますもん

ですから、出入りが激しいというのは確かに

あるのかなというふうには思っております。

以上です。

○城下広作委員 よく議会でも質問させてい

、 、ただいて なかなか派手さがないもんだから

そこがあるないの宣伝も余り知られていない

のかなというのがあるのと、例えば成功例の

部分を逆にどんと言うと、あそこで育ちたい

ということで逆に応募が、利用したいなとい

うような部分、それと、そこで成功した人と

のいろいろコミュニケーションとか、いろい

ろと長く情報交換できると、こういう部分は

工夫されているのかな、これはどうでしょう

か。
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○前田産業支援課長 その件に関しまして

は、これから我々も先生の今御意見を活用さ

せていただきたいなというふうには思ってお

ります。

○松田三郎委員長 これは必要ですね。

○城下広作委員 はい。やっぱり単発で終わ

って、成功した人も自分だけこそこそ笑って

喜ぶというんじゃなくて、やっぱりいいもの

は、逆に言えば、いろいろと紹介していく、

その中で、ああ、おれもあそこにじゃあ入っ

ていこうかなと、そこで人脈を、逆に言えば

関係を持って大変よかったと喜ばれるよう

に、せっかく何年かかかってずっとやってき

ているから、この辺は後のメンテの方がちょ

っと大事だなと思うし、ぜひ頑張っていただ

きたいと思います。

○松田三郎委員長 第２点目、小野上課長。

○小野上企業立地課長 今お尋ねがありまし

た大型企業等立地推進事業ですが、これはい

ろんな毎年1,000万程度の予算を組んでおる

んですが、年度途中で、いろいろ誘致が進む

際に当たって、各県との競争の中でやっぱり

比較されて、ぜひこういう調査をやっていた

だきたいという要望が出るケースがございま

す。ですから、今年度、19年度に関しまして

いいますと、やはり1,000万ぐらいの予算を

組んでおりまして、先般南関町に立地いたし

ましたアイシン高丘というトヨタ系の自動車

企業がございますけれども、ここも各県と非

常に激しい競争の中で実は南関に決めてもら

ったんですけれども、その際に、要するに地

下水の調査というのができないかというふう

な御相談がありましたんで、そういったとこ

ろに調査をかけさせていただきました。その

以前は、富士フイルムが進出する際にもこの

事業でボーリング調査等やった事例がござい

ます。

ですから、20年度について、どこか特定の

企業あるかといえば、まだ現時点では全くご

ざいませんけれども、年度途中でそういう事

例が発生した場合の待ち受け的な予算とかい

う形で毎年数万程度予算を組ませていただい

ております。

○城下広作委員 了解です。わかりました。

○鬼海洋一委員 後で、その他でちょっと発

言しようかなというふうに思って――関係す

る質問が出てきましたので、小野上さんにち

ょっとお願いしたいというふうに思うんです

が、ことしのこの委員会並びに部の非常に大

きな役割というもの、それぞれみんな立派な

仕事をされておりますけれども、やっぱり企

業誘致が非常に多かったというのはもう特出

されるべきことだというふうに思うんです

ね。その意味では大変御苦労だったというふ

うに思うんですが、その中で、いっぱい企業

来てますけれども、ちょっと宇城、私どもに

とっては、宇城にいっちょん来とらぬとです

よね。いっちょんと言うわけにはいかぬけれ

ども、そういう意味で、何か、今南関の話が

ありましたが、地域の協力体制だとか、誘致

をする場合のそういう自治体との関係等につ

いて何かあればというのが１つ。

それから、私はいつも考えとるんですが、

例えば今アイシン中心ですね、新たな地域連

携というのが研究的に始まっているというふ

うに思っておりますね。これは、ＩＴ関連の

工場非常に多く企業来ましたけれども、必ず

しもその地域経済に波及効果を、我々が期待

するほどの効果がない、これも産業そのもの

が持つ特徴ですからやむを得ない点もあると

いうふうに思うんですが、ところが、自動車

関連になりますと、カーアイランド構想の中

で今進められているわけですけれども、相当

大きな地域企業、地場企業に対する波及も期



- 43 -

待されるんじゃないかと思っているんです

が、早速アイシンでは、そういうものが、か

つてトヨタ中心だったものが、例えばダイハ

ツだとか、そういうところとも関係を広げて

いく、あるいは地域の中で今度は逆にそのア

イシンとの関連を深められる企業というもの

に対する対応、研究会が発展をする、こうい

うぐあいに進んでいる。

そういたしますと、例えば、今アイシンの

関連が南関に行ったというお話でありました

が、一つの地域の群として整備をするという

ことがこれからの一つの方向性として必要に

なってくるんじゃないかな、あるいはそのこ

とによって地域環境の社会資本としての整備

がまたやりやすくなってくるんじゃないか、

そういうふうにも思います。

例えば、今私の宇城地区は、今お話しいた

しましたエフ・シー・シーだとか、アーレス

ティーだとか、関連企業ですよね。こういう

のが、部品の工場があります。それからもう

一つは、食品関連でいいますと、山崎パン、

それから富士パン、それから納豆の会社、マ

ルキン納豆、それから五木食品、松合食品、

こういう食料関連の産業群というのがそこに

いっぱいある。だからそういうものを特徴と

した一つの整備というのが必要になってくる

んじゃないかというふうに思っております

が、その辺の関連について何かお考えがあれ

ばというのが２点目です。

関連いたしまして、私どものところは地下

水がだめなんですね。ですから、球磨川用水

を上水道として引っ張っているんですが、そ

こで、今八代の工水についても、まだまだ上

水道転用してなおかつ余裕があるという状況

なんですね。さっき電力の自由化の話出しま

した。電力自由化の中で何をやったかという

と、一つの大きな特徴というのは、電力線の

これ、託送料金を取って、一般、どの企業で

も送電線を利用させなきゃならぬという、こ

ういうことある。あるいはＮＴＴが専売公社

から民営に来たときは何やったかというと、

回線リースですね、回線リース、50％以上は

他産業がリースしている。

例えば、宇城は上水道を引っ張ってきまし

た。この上水道の管を工業用水として活用す

るという方策はないのかどうか。そのことに

よって、例えば工業用水が今あるところの周

辺だけは工業用水として活用することができ

、 。るんだけれども 遠隔地はできないでしょう

だから、そういう今これまでのある、もちろ

ん容量の問題もありますけれども、容量の範

囲の中でその送水の料は払って工業用水とし

て端末で活用できるというような、こういう

方法が講じられないのか。

そうすると、さっき言いました、宇城は食

料品ということで集中していくということに

なれば、この上水道の管を託送させていただ

くことによってそこに工業用水が届くと、こ

ういう仕組みができてくる、そのことはまた

今私どもが当面している財政効率を高めてい

くという上でも非常に大きな一つの、解決策

の一つじゃないかというふうに思っていまし

て、きょうはその点をちょっと問題提起いた

しますから、ぜひ活用の可能性について御検

討いただければというふうに思います。

○松田三郎委員長 最初の部分は小野上課

長。

○小野上企業立地課長 まず、第１点目の一

つの自治体との関連ということでございます

けれども、これは、私ども県だけでは企業誘

致にも限界があるということでもございます

ので、やはりその地域の市町村の方々との連

携というのは非常に強力にやっていかない

と、うまくその成果に結びつくことはできな

いということを思っております。

昨年度、平成18年度の末ぐらいから、県内

の自治体の首長さん、特に首長さんたちと意

見交換をする機会を積極的に設けておりまし



- 44 -

て、私どもがその自治体に出かけていきまし

て、企業誘致に関するいろんな課題に関する

意見交換、あるいはその課題に対しての取り

組みをどうするかというふうな意見交換を積

極的に行っております。

多分これまで20市町村を超えているぐらい

の数になっているんじゃないかなと思うんで

すが、その中で幾つか課題として出てきます

のが、どうしてもやはり受け皿としての土地

の問題が１つございます、具体的に。例えば

20ヘクタールの土地が欲しいといったとき

に、その地域に土地があるかどうかというの

がまずその企業が来るかどうかという判断が

。 、 、あります それから 今委員御指摘のように

水の手配ができるのかとか、あるいは労働力

の確保ができるのかとか、あるいは地元の行

政のインセンティブといいますか、受け入れ

体制というのはどうなっているのかとか、い

ろいろ総合的な総合力として企業がいろんな

地域と比較をしながら地域に立地するという

ことが今までの企業立地のやり方でございま

すので、そういった話を自治体の方とは非常

にきめ細かく実は首長さんもしくは担当課長

さんたちと打ち合わせをしながら、企業誘致

というのは、こうすると成果に結びつくとい

う話を非常に細かく具体的に実はしておりま

す。

御指摘の宇城地区には、まだまだ実は企業

、 、立地が少ないんですが 地元宇城市の方でも

雇用対策課という、市町村には珍しく雇用を

確保するという視点から企業誘致をしようと

いうことに非常に積極的に市長さん以下動い

て、スタッフも動いていらっしゃいます。私

どもの課にもしょっちゅうおいでになられま

して、いろいろ意見交換をされておられます

けれども、そういった意味では、かなり自治

体との関連というのは以前から比べると相当

深まってきているというふうな認識を持って

おります。ですから、深めることはより具体

的に深めていかないといけないということに

もなりますので、県の役割、それから市町村

との役割というのがどうあるべきかというこ

とについて、さらにもう一歩突っ込んだ意見

交換をしながら、そこは詰めていきたいとい

うふうに思っております。

それから、２つ目の例えばアイシンさんが

中心となって地域連携事業というふうなお話

がございました。確かにアイシン九州さんが

中心になりまして、例えば自動車関連の取引

拡大推進協議会とか、いわゆる地場企業を巻

き込んだような形での自動車産業の振興とい

うのを非常に一生懸命実はやっておられまし

て、自動車に関しましては、そういった誘致

企業と地場企業の連携というのが、模索の状

態ではあるかと思いますけれども、少しずつ

やっぱり出てきているのかなというふうに思

っております。

例えば、カーメーカー、例えばトヨタ九州

さんなんかのお話によりますと、地場への調

達率、現在での調達率というのがまだ半分程

度でございますので、やっぱりもっとふやし

ていきたいというふうなことも言われており

ますので、それをふやすためには、新たな企

業誘致もしくは地場産業がそういったメーカ

ーの期待にこたえられるような産業振興育成

というのが必要になってくるのかなというふ

うに思いますので、そこは、地域連携として

我々も加わりながら、ぜひさらにもう一歩進

んだ、突っ込んだような形でやっていきたい

というふうに思っているところでございま

す。

それから、食品の話がちょっと出ましたの

で、企業立地促進法という法律がございまし

て、昨年６月施行された法律ですが、熊本で

は、半導体関連とそれから輸送機器関連と、

この２つにつきましては既に国からの計画同

意を受けておりまして、計画地域に企業が張

りついた場合には、いろいろな法律の優遇措

置が受けられるというふうになっておるんで

すが、現在、食品と医薬品合わせて、そうい
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った産業に関しましても、同じような企業立

地促進法の計画を策定しております。現在国

の方に出しておりまして、３月じゅうには多

分国の計画同意が受けられるんではないのか

なというふうに思っております。

ですから、その計画同意を受けることによ

って、食品産業、医薬品産業であるんであれ

ば、その計画地域に立地をした企業について

は、法律に基づくいろんな優遇措置があると

いうことでもございますので、宇城地区には

特にそういった食品産業の集積というのがあ

りますので、そこを一つの産業の核として新

たな産業展開というのも可能なのかなという

ふうにも思っておりますので、そこはぜひ、

その可能性を県と地元市と一緒に掘り下げて

いって、新たな成果に結びつくような努力を

していきたいというふうに思っているところ

でございます。

○松田三郎委員長 どうですか、問題提起と

いうことで――答えられる。

○中園総務経営課長 はい。八代工水につき

ましては、委員御指摘のように、平成10年に

宇城、上天草ですね、水道企業団に対して約

２万2,700立米の上水転用をしております。

現在、上水ですから、浄化をしてすぐ水道水

として飲めるような状態で今２万2,700立米

持っておりますけれども、実際それが工業用

水となると、もちろん管の大きさもあるかと

思うんですけれども、実際、もちろん工業用

水として使う場合は、上水の値段で工水を使

うということになると思うんですね。現在、

八代工水につきましては、トン当たり35円で

、 、ございますから 上水の値段になるとすれば

非常に厳しいかなというふうに思っておりま

す。実際、今、九州トリックスというところ

に上水を工業用水として供給しているケース

ありますけれども、使用料は上水の値段であ

るということでございます。

○鬼海洋一委員 既に、ある企業は、食品の

工場ですけれども、上水を工業用水的に使っ

ているところもあるんです。そこは通常の地

下水ですと供給不可という状況なもんですか

ら、やむを得ずそういう使い方をして、しか

しそれによって、あったことが企業として非

常に大きな喜びでして、使っていただいてい

るんですが、いずれにしても、浄水槽を通っ

て供給をしていかなければ、最終的には結果

として上水道用水として使うわけですから、

しかし、その分にも何らかの工夫をすれば、

例えば大量に消費をするという上で、一定の

何らかの工夫の中でメリットを有していただ

けるような使用の仕方ができないのかなと。

工業用水だけでわざわざ管を引いてから

、 、と そんなばかなことはできぬわけですから

あるものを活用しながら何らかの工業として

使えるような、もう少しコストの安い形、そ

ういうことができないのかなという意味で検

討の課題ではないかなというふうに常々思っ

ておりますから、それが解決すれば、今、小

野上さんの話があったように、食料品という

のは水が大事ですから、水がなければ来ない

ですよ。だから、そういう条件整備のために

大きな役割を県としても果たすことができる

というふうに思っておりますので、ぜひ、私

もまた行きますけれども、御検討いただきま

すようにお願いしておきたいと思います。

○田代国広委員 工水についてですけれど

も、かなり悪戦苦闘しているような気がいた

してなりませんが、今トン当たり35円とおっ

しゃったですね。35円って安い気がするんで

すけれども。実はうちもやっていますが、45

円でやっておりますが、工水の事業は順調に

いっております。この事業がずっと過去から

今日まで恐らく赤字を引きずっておるような

気がするんですよね。これを何とかせないか

ぬわけですから、今いった上水への移行も含
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めて検討していっていただきたいと思うんで

すけれども、もう少し供給能力に対するいろ

んな使用量ですね、水量がどれくらいあるの

か、それと単価の問題等については今どうな

っていますか。

○中園総務経営課長 総務経営課でございま

す。

工水につきましては、有明と八代と苓北の

３工業用水道事業を行っております。有明工

水につきましては３万3,800立米の能力がご

ざいます。現在、１万4,200立米で契約して

おりまして、１万9,000立米ほど未利用水が

ございます。有工の場合、１トン当たり50円

。 、ということでございます 八代工水の場合は

２万7,300立米に対して、今9,500立米ぐらい

の契約でございまして、１万8,000立米ぐら

いまだ未利用水がございます。苓北工水につ

きましては、8,500立米に対して7,060立米で

ございますから、これは順に検討してまいり

ます。

料金につきましては、大体本県の場合は上

限に近い金額でございまして、50円までは持

っていけるということでございます。逆に高

いという話でございますから、八代工水の場

合は35円ということで今現在やっておりま

す。

○田代国広委員 苓北が今の状況では一番い

いわけですよね。他のあと２つは非常に供給

能力に対する供給量が低い、約30％、40％ぐ

らいで、５割いってませんですよね。非常に

厳しい経営状況になっているのはそこにある

わけですよね。ですから、当初計画で２万ト

ンとか、多量の供給をする計算して、そして

結果的に9,000トンぐらいだというふうな結

果に終わっているのは、当初の見積もりの仕

方が甘かったんですか。その辺はどう考えて

おられますか。

○中園総務経営課長 例えば有明工水につき

ましては 当初 昭和39年に 不知火・有明・、 、 、

大牟田地区の新産都市の指定が事の発端でご

ざいまして、昭和40年に工業用水の基本計画

をつくっております。その時点では、例えば

重厚長大のアルミ、製鉄であるとか、あるい

は化学工場が来るという予定でございまし

た。実際はそれが来ていないということと、

あと、有明工水では、安定した水を取るため

に、竜門ダムの建設に加わったことで約248

億円の負担があったということが非常に経営

を苦しめている一つの要因ではないかという

ふうに思います。

あと、八代につきましても、思うように水

を使う企業の誘致がなかったという点が原因

していると。

見込みが甘かったかどうかにつきまして

は、ちょっとなかなか判断が分かれますけれ

ども、確かに苦戦はしているということでご

ざいます。

○田代国広委員 水は非常に将来にわたって

貴重な資源として今後有効に活用していける

可能性を秘めた資源なんですね。幸い水量が

あるということはプラス思考に考えて、この

すばらしい資源を今後有効に生かしていきな

がら、活用しながら、産業の振興なり企業の

発展にぜひ生かしていただくようにお願いし

ておきたいというふうに思います。

○池田和貴副委員長 産業支援課長、前田さ

ん、ちょっとつらそうだったんで質問させて

。 。いただきます というのは冗談ですけれども

今回の予算なんですが、私、産業技術セン

ターの方を委員長と視察をさせていただきま

した。その際に非常に県内の中小企業、もの

づくりをされているところの下支えをしてい

ただいているということが本当によくわかり

ました。特に試験装置ですとか、各個別の企

業では購入できないような機械をあそこに置
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くことによって、県内の企業が試験をしたり

とか、そういう測定をしていくということが

よくわかって非常にすばらしい施設だという

ふうに思いましたが、そういう試験装置とか

というのは高価であるし、また、その企業の

要望ですとか、そういうものによってやっぱ

り結構入れかえをしていかんばいかぬと思う

んですね、コンピューター関係等もあります

ので。その辺の予算というのはきちんと組ん

でいかんばいかぬと思うんですが、これは今

年度の予算とかにはそういうのは含まれてい

るんでしょうか。

○前田産業支援課長 産業技術センターの機

器整備に関しましては、今後11億円程度の予

算で５年間で年次的に更新をしていくという

ことで、20年度の予算につきましては、今度

の６月にお願いすることになろうかと思って

おります。

、 、あと 必要なものの判断等につきましては

企業さんの集まりであります技術振興協議会

というのがございますんですが、そういった

方々と一緒に御意見を聞きながら、優先順位

をつけていきながら、必要な機器の整備に努

めていくこととしております。

○池田和貴副委員長 わかりました。

○松田三郎委員長 寄附を何か募るんじゃな

いんですか。

○前田産業支援課長 その整備に関しまし

て、今私どもの方で、非常に産業技術センタ

ーの使用頻度が高い企業さんでありますとか

縁が深い企業さんに対しまして、寄附のお願

いもしておるところでございます。

現在、実際に今の時点で寄附をいただいた

のが3,000万円、それからお約束をいただい

たのが500万円という状況でございますが、

こういった貴重な原資も機器購入に使わせて

いただきたいというふうには思っておりま

す。

。 、○池田和貴副委員長 済みません 観光の方

、 、１つお聞かせいただきたいんですが 今年度

新たに何千人規模のイベントが必ず20回以上

は県内で行われることになったんですね。こ

れはＪ２のロアッソの対戦なんですよ。サッ

カーのＪ２の試合というのは、17チームか18

チームの３回戦総当たりなんですね。年間50

何試合あって、そのうちの半分は、ホームア

ンドアウェーのホームなんですよ。ロアッソ

とすれば、１回当たりの入場者を5,000人以

上にしたいということで、この間新聞に書い

てありましたが、そう考えると、その目標5,

000人掛ける20何試合、10何万人のイベント

がこの県内で行われることになるんですね。

それはもちろん県内の人もいるでしょうし、

県外から来られる方もいらっしゃると思うん

ですよ。この辺は、私は大きな観光資源の一

つになりゃせんかなというふうに思っている

んです。

この辺が、例えば今回の観光戦略の中で話

し合う余地があるのかどうか、よければ聞か

せていただけますでしょうか。

○守田観光物産総室長 Ｊ２ロアッソにつき

ましては、前委員会でも御指摘をいただいて

おります。そのときも申しましたように、我

々できる限りの支援をするということで、ロ

アッソといいましょうか、事務局の方とも御

相談しておりますし、その例といたしまして

申し上げたのが物産展、そういうものが確実

にその場で我々は――我々の所管の仕事とし

てできますので、そういうものをしっかりや

っていくということは我々肝に銘じていると

ころでございます。

○池田和貴副委員長 例えば、そんなに予算

かからないと思いますけれども、Ｊ２のほか
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のチームに対して熊本の情報を提供すると

か、そういったことぐらいはすると、日本全

国からこう来てくださる方がいるわけですか

ら、不案内の人たちのための情報提供を先に

するとか、それぐらいは大した手間もかから

ないでしょうから、そういうことぐらいはし

てもいいんじゃないかと思うんですね。

特に、去年の11月のＮＨＫの番組、潮谷知

事も出られて、各県、新幹線の話が出てまし

たけれども、その中で、鹿児島県の流通経済

研究所の人が、熊本県での一番大きな出来事

は、何かと言われたときに、ロアッソのＪ２

昇格だというふうに鹿児島県のそういう人た

ちが言ったぐらい、ない他県から比べると、

非常にやっぱり大きなものなんだろうという

ふうに私は思うんですね。

特に、今Ｊ２になりますと、福岡、佐賀、

熊本、本当にこの新幹線の縦線のところに３

県こう並んでいるわけですね。この辺の九州

ダービーをどういうふうにしていくのか、も

ちろんＪ１に上がったときどうするのかです

ね、そういうことも１つ戦略の中で考えてい

く必要があるんじゃないかというふうに思い

ますので、苦しい答弁で大変でしょうが、よ

ろしくお願いします。

○守田観光物産総室長 今いいお話をいただ

きました。我々も今も対戦相手さんとかいろ

いろお話あるときは、きちんと観光パンフレ

ット等、対応しております。それを、今先生

御指摘のように、事前にそういうスケジュー

ルを確認した上で、我々の方から、先制攻撃

と言うとおかしゅうございますけれども、送

りつけていくというような新しい方法もある

かと思いますので、その辺はしっかりちょっ

と勉強させていただきたいと思っておりま

す。

○松田三郎委員長 これで質疑を終了させて

いただきたいと思います。

ただいまから、本委員会に付託されました

議案第23号、第25号、第31号、第38号、第42

号から第44号まで、第62号から第64号まで及

び第85号について、一括して採決したいと思

いますが、御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。

議案第23号外10件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第23号外10件は原案のとおり可

決することに決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。

議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査とすることを議長に申し出ることと

してよろしいでしょうか。

（｢異議なし」と呼ぶ者あり)

○松田三郎委員長 御異議なしと認めます。

それでは、そのように取り計らいます。

次に、その他の報告事項に入ります。

執行部から報告の申し出があっております

ので、まず、それぞれ担当課長から説明を受

、 。けた後 一括して質疑を受けたいと思います

それでは、宮尾商工政策課長。順次報告を

お願いいたします。

○宮尾商工政策課長 商工政策課でございま

す。

報告事項資料の１ページをお願いいたしま

す。

商工観光労働部における平成20年度の行財

政改革の取り組みについてでございます。

行財政改革の推進につきましては、平成17

年２月に、平成17年度から平成21年度までの

５カ年間を計画期間とする県行財政改革基本

方針を策定するとともに、この方針に沿って

年度ごとの実施計画を策定し、改革に取り組
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んでいるところでございます。

予算編成やそれから組織編成を通じて検討

を行い、今回、平成20年度の実施計画を策定

したところでございます。

県全体の取り組みにつきましては、総務常

任委員会に報告されることとなっております

が、財政対策特別委員会からの申し送りによ

りまして、実施計画に掲載されております商

工観光労働部所管の行財政改革の主な取り組

みにつきまして、私の方から一括して説明さ

せていただきます。

１ページでございますが、まず、１番の行

政改革でございます。

組織体制の見直しでございますが、産業支

援体制の整備強化を図る観点から、平成19年

７月に策定しました産業技術センター整備基

本計画に基づき、技術支援拠点としての機能

の充実を図ってまいります。また、熊本大学

との連携協定に基づき、さらなる連携推進を

図ってまいります。

２ページをお願いいたします。

２ページは、業務の見直しについてでござ

いますが、県行政の守備範囲の見直しの一環

、 、で 職員住宅の見直しが行われておりますが

大阪事務所の職員住宅につきましては、借り

上げ方式を含めまして、そのあり方について

継続して検討するということにしておりま

す。

産業技術センターにおける研究につきまし

ては、外部評価制度を実施し、さらなる研究

の重点化を進めてまいります。

野外劇場アスペクタについてでございます

が、平成20年度中に現在の指定管理者の指定

期間経過後、22年度以降でございますが、こ

れにおける施設運営方針を決定することとし

ております。

熊本高等技術訓練校で実施する公共職業訓

練につきまして、従来の雇用対策という役割

に加えまして、職業キャリア形成の支援及び

地域産業施策に対応した人材育成の強化を図

ってまいることとしております。

その下の段、出資団体につきましては、県

で策定しております県出資団体等に対する県

の関与見直し実行計画に沿った見直しの実施

とともに、県出資団体である財団法人くまも

とテクノ財団への県の関与のあり方について

は、産業支援体制の整備・強化に係る基本構

想を19年３月に策定しておりますが、こちら

に基づき、企業のニーズに応じた経営支援が

円滑に行われるよう、産業技術センターとの

連携強化を図っていくこととしております。

３ページでございますが、財政改革につき

ましては、まず、歳入構造の見直しとして、

受益者負担の適正化の観点から、中小企業振

興資金貸付金の滞納者に対し、面談による回

収交渉及び資産、債権差し押さえ等の法的手

続の実施等により取り組みを進めてまいるこ

ととしております。

新たな税外収入を確保するために、工業振

興施策のための寄附金の募集を引き続き実施

するとともに、平成20年度から、新たに、県

観光総合サイトへのバナー広告の掲載や産業

技術センターにおきまして、外部資金を活用

した受託研究制度を実施することとしており

ます。

２の財政改革、歳出構造の見直しでござい

ますが、歳出構造の見直しにつきましては、

限られた財源を有効に活用するため、費用対

効果の観点から、一般行政経費の見直しを行

っておりますが、その一環として、商工会、

商工会議所、商工会連合会の経営指導員等に

つきまして、平成17年度に策定しました補助

対象職員の新しい設置基準に基づき、商工会

の補助対象職員の配置の見直しを着実に進め

てまいります。

また、あわせて、商工会合併や広域連携を

進め、組織の効率化を進めることとしており

ます。

４ページでございます。

４ページの財政改革で、地方税財源の拡充
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でございます。

地方税財源の拡充につきましては、県行財

政基盤の強化を図るために、１ページで御説

明いたしました産業技術センター整備・強化

の取り組みを進めてまいるほか、立地企業の

初期投資軽減というリース方式のメリットを

生かして、分譲以外の選択肢を企業側に提言

して、一層の企業誘致を図ることとしており

ます。

最後に、商工観光労働部における平成20年

度の行財政改革の主な取り組みにつきまして

は以上でございますが、県の厳しい財政状況

を十分に認識しまして、常に改革の視点を持

って、引き続き行財政改革の取り組みの強化

を図ってまいりたいと考えておるところでご

ざいます。

以上が行財政改革の報告でございます。

、 。続きまして ５ページをお願いいたします

５ページが、上海物産展・商談会の実施報

告でございます。

、 、物産展 商談会の事業概要につきましては

囲みで記載しておりますとおりでございまし

て、さきの12月議会で報告させていただきま

したので、省略させていただきます。

１の物産展でございます。

物産展の結果でございますが、来場者及び

売り上げ等ということで、来場者が会期７日

間で約25万人ということで、これは百貨店の

推計でございます。ただし、会場がデパート

の地下と、地下食品売り場の一角ということ

でございますので、この数字がストレートに

この物産展ということではございません。あ

らかじめお断りいたします。

売り上げが７万8,325元、日本円換算で120

万円ほどでございます。

関係者の評価というものをつけておりま

す。

、 、百貨店 それから輸入業者である石橋水産

それから参加企業について聞き取りをしてお

ります。全般的にはおおむね好評ということ

でございます。

、 「 」 、その他 報道関係取材も 九州 を冠した

九州と銘打った事業でございまして、非常に

現地でも、取材、それから各県への配信とい

ったものもございまして、高い関心があった

と考えております。それから、同時に消費者

アンケートも実施しております。こちらの方

は現在集計、分析を行っておるところでござ

いますが、参加企業へ今後提供していきたい

と考えております。

商談会につきましては、参加企業が、中国

側が23社、九州は17社ということでございま

す。２日間で93件の商談会を実施しておりま

す。

６ページをお願いいたします。

その中で、即日成約といいますか、成約し

たものが４件、半年以内に成約が見込めるも

のが８件ということでございます。こちらの

方も関係者の評価を記載しておりますが、全

体としては好評であったわけですが、やはり

実施方法等改善すべき点も幾つか挙げられて

おります。

３番で、総括としております。

、 、 「 」効果 成果でございますが 初めて 九州

という形で実施して、九州地域をＰＲする機

会になったのではないかと思っております。

右側に写真をつけておりますが、今回、九

州９県でございますが、すべて都道府県名は

つけませんで、全部「九州」一本で統一して

おります。そういった形で九州地域をＰＲし

たということでございます。

物産展につきましては、各県から募集した

ため、多種類の品ぞろえができたということ

。 、でございます 事業を進めるに当たりまして

各県の上海事務所と情報共有、交換し、上海

に関する連携強化体制というものができ上が

ったということでございます。本県にとりま

しては、幹事県として、輸出関連、海外取引

の業務に直接携わることができまして、今後

の海外事業にノウハウを蓄積できたというこ
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とでございます。

今後の課題ということで書いております

が、上海から最も近い九州ということではあ

ったんですが、やはりまだ九州としては印象

が希薄であったという感じを受けておりま

す。九州各県の中でも、海外事業への取り組

みに濃淡があって、レベルにもやはり差があ

ったということでございます。企業側につき

ましても、海外貿易についての知識、認識と

いうものに差があるため、今後はちょっと事

前に、海外情報の提供でありますとか、貿易

に関する啓発活動といったものが必要ではな

いかというふうなことを考えております。

そして、最後に、九州各県のバランスへの

配慮、どうしても九州一本といいましても、

各県への配慮が必要になることから、細かい

点での合意、調整に時間がかかったというふ

うなことが課題でございます。

今後の展開ということでございますが、九

州地方知事会の政策連合事業として初めて実

施したわけでございますが、数字的には一定

の成果が見られたと考えておりますが、目的

の一つであります九州としての認知度の向上

のためには、今後とも何らかの継続的な取り

組みが必要であると考えております。

今回の成果と課題について九州貿易振興協

議会で議論を行いまして、今後の事業展開に

活用していきたいと考えております。

本県に関しましても、今回の事業で得たノ

ウハウと人的ネットワークを活用いたしまし

て、本県の中小企業の海外事業展開の支援に

活用していきたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

○藤好経営金融課長 資料の８ページをお願

いいたします。

原油価格高騰に係る金融支援についてでご

ざいます。

まず、１の概要でございますが、長引く原

油高騰の影響を受けております中小企業者へ

の支援を強化するために、今回は、金融円滑

化特別資金におきまして、石油製品のコスト

上昇分を販売価格に転嫁できていないなどの

一定の要件を満たす事業者を新たに融資対象

として追加をするというものでございます。

これは、金融円滑化特別資金の中の「様々

な外部環境の変化により経営が悪化している

中小企業者」項目ございますけれども、これ

を適用していこうということでございまし

て、具体的な、どういうふうな対象者とする

かということですが、２番目でございます。

要件を定めております。国が指定しており

ます業況悪化業種、不況業種で、次の３点ほ

どを満たす事業者としております。

まず１点目が、原油等の仕入れ単価が前年

同月より10％以上上昇していると、それと２

点目、原油等の仕入れ価格が売上原価の10％

以上を占めていると、３点目、原油等の仕入

れ価格の上昇を製品等の価格に転嫁できてい

ないというふうな要件を挙げております。実

はこれは、国が定めておりますセーフティー

ネット保証、これと要件の構造は同じでござ

いまして、ただ、セーフティーネット保証の

方が、今申し上げました①と②で10％のとこ

ろをセーフティーネット保証は20％という形

になっております。したがいまして、今回、

県の方での取り組みの中では、セーフティー

ネット保証の要件の20％を10％に緩和して追

加をするというものでございます。

融資条件、３番でございます。

金融円滑化特別資金の融資要件でもありま

して、運転資金を対象として融資をするとい

うことでございます。

４の取扱期間でございますが、当面の措置

といたしまして、３月３日、来週から６月30

日までを予定しております。

一番下の参考でございますけれども、金融

円滑化特別資金、一番下の欄の前年同月比と

いうことで、14％ほど今１月末で実績として
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上がっておりまして、このうち、セーフティ

ーネット保証分、業況悪化業種対応分でござ

いますが、セーフティーネット保証の一つの

要件に売り上げ減少の分もございます。これ

が前年同月比で６割増しぐらいになっており

ます、実績として。ただこれは、売り上げ減

少の要件に基づくものでございまして、さっ

き言いました原油高騰に基づきますセーフテ

ィーネット保証の要件ではまだ実績がござい

ません。

そういうこともありまして、今回、県の方

で10％、半分に、20％を10％に要件を緩和し

て適用して、そこら辺の原油高騰に影響を受

ける企業等へ、そこら辺を対象としていきま

しょうということにしたものでございます。

以上でございます。

○守田観光物産総室長 御報告、９ページ、

10ページ、長目の紙を入れております。

新・観光パートナーシップアクションプラ

ンにつきましては、前回の委員会におきまし

て、現行のアクションプランの中間総括や次

期アクションプランに向けた課題と方向性に

ついて御報告をいたしたところでございま

す。

また、次の10ページの熊本県物産振興戦略

につきましても、前回の委員会において、策

定の目的や計画期間等の基本的なフレームと

インターネット調査等の結果について御報告

をしております。その後開催をいたしました

審議会や検討委員会での検討を踏まえまし

て、現時点での構成案として整理をいたしま

したのが報告をいたしておりますお手元の資

料でございます。

本来でございますと、この２つの計画は、

本年度中に策定することとし、作業を進めて

まいりましたが、４月に新知事が就任される

ことから、新知事のマニフェストや意向を踏

まえるとともに、今回報告をいたしておりま

す構成内容等で、新知事に説明を行った上で

最終的な策定作業を改めて進めることといた

しております。

このことから、当委員会には、新年度、改

めて御報告をさせていただきたいと思ってお

ります。

御報告でございます。

○中園総務経営課長 資料の11ページをお願

いします。

企業局における平成20年度の行財政改革の

取り組みについて御報告申し上げます。

企業会計・特別会計の見直しに係るものと

して、第２期の企業局経営基本計画の取り組

みを実施することにより、企業局における経

営基盤を強化し、効率的な事業運営を推進い

たします。

20年度の主な取り組みとしましては、総務

経営課を５班１室体制から４班へ、工務課を

３係体制から２係１室へ改編し、職員数を74

人から５人削減し、69人で運営に当たること

といたしております。

企業局の取り組みは以上のとおりでござい

ます。

○松田三郎委員長 以上で説明が終わりまし

たので、質疑を受けたいと思いますが、質疑

はございませんか。

○鬼海洋一委員 上海の物産展の状況につい

てお聞かせいただきました。私も、これが終

わった後、24日の日にこの久光百貨店に行き

まして、どぎゃんだったかなというふうに思

いをしながら見せていただきましたが、そこ

にいる方々のお話を聞きますと、非常ににぎ

わったということをお聞きいたしまして、よ

かったなというふうに思いました。

、 、今報告をいただきましたが じゃあこれを

今回九州やってみて、次にどういうぐあいに

展開をする、これをきっかけにどういうぐあ

いに展開するかというのが今話の中でも余り
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出てこなかったように思っておりますが、特

にこの中で、先ほど予算も見せてもらいまし

たけれども、上海のアドバイザーですかね、

この設置、現状でいいのかどうかということ

を含めまして、先般の一般質問の中でも申し

上げたわけでありますが、今後主要な中国に

おける拠点を確立していく上で、今回のこの

取り組みをどういうぐあいに総括されたの

か、今後に対する発展をどういうぐあいにさ

れていくかという、簡単にいいですから、ぜ

ひその点を６月に生かしていただきたいとい

う思いで質問します。

○宮尾商工政策課長 ただいま今後の展開に

どう生かすかという御質問をちょうだいいた

しました。

この事業自体は、前回も説明いたしました

とおり、基本的には九州地方知事会の政策連

合事業で、九州貿易振興協議会でやって、各

県と一緒にやった事業でございます。もちろ

ん、先ほども御説明しましたとおり、やはり

九州を売り込む、九州地域としてＰＲしてい

くためには今後とも継続的にやっていくこと

が必要だろうと思っておりまして、九州貿易

振興協議会の中では、そういう方向で今議論

を進めておるところでございます。

そして、一方、本県にとりましては、鬼海

委員御指摘のとおり、やはりこの事業をどう

生かすかという話でございますが、今回、私

ども初めて一貫して、貿易見本市に出展する

という形じゃなくて、実際マーケットに販売

するという意味では初めてやったという形で

ございます。

御案内のとおり、本県も、今回含めまして

３年続けて上海には２回見本市をやっており

まして、今回初めてこういう形でやっている

わけですが、非常に上海につきましてはかな

りの、かなりかどうかわかりませんが、ある

程度のネットワークができたのかなと考えて

おります。

したがいまして、県の今の重点施策では、

東アジアへの経済交流の活性化ということで

ございますが、今回のこのノウハウというも

のを、あるいは人的ネットワークというもの

をまた生かして、上海あたりも今後海外事業

に生かしていきたいというふうに考えている

ところでございます。

○城下広作委員 ちょっと関連で、済みませ

ん。ちょっと鬼海先生の話を聞いてなかった

もんですから、ちょっとダブるかもしれませ

んけれども、これは九州全体で売り込んだか

ら、各県とか各商品とか別にどうじゃないと

いうんですけれども、大体品目だけでも、ど

ういうのが成約に結びついたか、傾向性だけ

ちょっとわかるなら、ちょっとそこを教えて

いただきたいなと思って。どういう品目が受

け入れやすいのかなと、ちょっと参考のため

に確認したいと思います。

○宮尾商工政策課長 資料の５ページの売り

、 、上げの下に書いておりますが やはり練り物

それからお菓子、みそ類、すぐ食べられる物

というのは意外と売れたと。あと、それから

モズクですね。ただ、みそ類なんかそうなん

ですが、食べ方を教えてやらないといけない

ものは、どうしても試飲とか何とか、試食と

か、そういったものを持ち込むと結構好評だ

ったと。ですから、ちょっと断定的に申し上

げるわけにはまいりませんが、調味料とか、

何かちょっとまた加工に使うというやつはな

かなか難しかったというような話です。

成約しているところは、ちょっとこの場で

は申し上げられないんで、また別途御報告さ

せていただきたいと思いますが、やはりお菓

子類の関係が多かったということでございま

す。

○城下広作委員 それで、これは考え方の違

いなんでしょうけれども、最初のＰＲの場だ
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ったから、売り上げが日本円で120万、実際

目標にも４割ぐらい高かったということは、

かなり目標は低かったと。だけど、普通は上

海というと、どちらかというと中国でも富裕

層、またましてや百貨店、意外と日本でも催

事でこんくらいの値段なら、すぐ会社はつぶ

れますもんね、大体。大体普通のテキ屋さん

だって、一介の店舗で何十万て売り上げるよ

うなパターンであれだから、全然私ちょっと

感覚違ったんですけれども。最初だから、と

にかく知ってもらおうという形の部分だか

ら、あんまり数字というのは高くなかったの

かなと思うんですけれども、やっぱり直売、

そこでよかったらすぐ買おうという衝動買い

というのはあんまりあちらの人には逆になか

ったのかなというふうな、その辺の雰囲気が

ちょっとわかれば。

○宮尾商工政策課長 価格的には、大体もう

価格の勝負は、はっきり言って全然できませ

ん。日本の商品と同じもので大体３分の１か

ら４分の１の価格です。ですから、例えば牛

乳、200円ほどのレトルトのパックがあるわ

けですけれども、恐らく向こう側の人にとっ

ては、それはもう700～800円の牛乳という感

覚でございます。大体給与の感覚から行くと

かなり差がございますので、この120万円、

７万8,000元が高いか安いかという話でござ

いますが、この４割以上の売り上げというの

は、ここの委託販売したところが、私どもが

目標としたんではなくて、この石橋水産が大

体これぐらいだろうということで、４割以上

の売り上げということは大体６万元であると

か、70～80万円ぐらいじゃないかというのを

この業者の方が設定して、私どもが聞き取り

したときに４割以上、大体自分たちが考えた

４割以上の売り上げでしたということで報告

したところです。本当は、本来でいえば、こ

ちらの方でも売り上げ目標とかそういったも

のを設定できればよかったんでしょうけれど

も、ちょっと今回の場合、まだそこまででき

てなかったということでございます。

○城下広作委員 鬼海先生と一緒で、次のい

ろいろな機会、あと、こういうのでちょっと

いろいろ。

○鬼海洋一委員 誤解がないように、リアル

にもう少し報告しますと、とにかく北海道か

ら沖縄までやたら同じようなものがあそこに

陳列されているんですよ。だから、もちろん

おっしゃったように、どこをターゲットにす

るのかと、富裕層をターゲットとしてどうす

るかということを考えないと、一般の通常の

顧客を対象とするものとしては、恐らく商談

が成立していくということにはならないので

はないかというふうに思いながら、とにかく

やってみてよかったわけで、そこで経験した

ものをどう生かすかということのためにも、

踏み出さなければ何にも出てこぬわけですか

ら、そういう意味で評価をしたいというふう

に思ってまして、しかし将来においては、よ

ほど考えるべきものがあったんじゃないかと

いうふうに思ってます。

○松田三郎委員長 ただいまの報告につきま

して、これで質疑を終了いたします。

最後に、その他を用意しておりますが、委

員の先生方から何かございませんか。

○鬼海洋一委員 最後に１つ。きょうの議題

と関係ありませんが、ずっときょう拝見いた

しますと、女性は１人ですよね。県政の女性

登用という意味では――あ、おっ、２人。ち

ょっと陰に隠れて見えぬもんですから。やっ

ぱりこの状況は少し、これはもうただ単に総

務部人事課の話だけではなくて、それぞれの

部としても、これで、そういう育成をしてい

く課題が特にきょうお座りの幹部の皆さん方

にあるんじゃないかというふうに思いました
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から、最後に一言だけ申し上げておきたいと

思います。

○松田三郎委員長 答弁要りませんか。

○鬼海洋一委員 いや、いいです。

○松田三郎委員長 ほかにございませんか。

ないようでございますので、これをもちま

して本日の委員会を閉会いたします。

午後２時55分閉会

○松田三郎委員長 なお、本年度最後の委員

会でございますので、一言ごあいさつを申し

上げたいと思います。

１年間、皆様大変お世話になりました。

昨年の６月の委員会で申し上げたかと思い

ますが、実は私、５～６年前、初めて副委員

長をさせていただいたのがこの経済委員会で

ございました。当時は、船田直大委員長のも

とで大変鍛われたのを覚えております。恐ら

くその年に、企業局に関しますと、潮谷知事

が荒瀬ダムの撤去を議会で答弁なさった年

か、その翌年直後ぐらいだったと記憶してお

りますし、また、労働委員会も当時は地方労

働委員会とまだ言っていたころでございまし

た。商工につきましても、当時の数字で、例

えば有効求人倍率でありますとか失業率、か

なり最低のときでございましたので、それか

らすると、そういった指標というものは今少

なからずこの改善の傾向が見られる。とはい

え、県内の大多数を占めます中小企業等にと

りましては、どうも都市部と違ってまだまだ

大変厳しい、よくなっている実感がないとい

うような話もまだまだ聞きますので、これか

らの特に商工観光労働部におかれましては、

私が口で言うのは簡単でございますが、国で

できないきめ細やかな政策、予算というもの

をとことん追求していただきたい。

そういう意味で、ある意味では総花的にな

らざるを得ない部分も確かにあろうかと思い

。 、 、ます ただ 世間一般で言われているように

こういう財政の状況でございますので、そう

、 、 、は言いながら 極力 めり張りといいますか

選択と集中というのも片方でしっかり追求を

していただきたい。

そのような意味では、我々も、企業を取り

、 、巻く環境 あるいは熊本県を取り巻く環境が

数年前よりも数段外的要因あるいは内部的な

要因含めて複雑になっておりますので、来年

度の委員会におきましては、どういった方が

残られ、どういった方がかわられるかまだわ

かりませんが、どうか執行部の皆さんも、そ

して委員の先生方も、前向きにいろいろ勉強

していただいて、より熊本県づくりに御協力

をいただければと、この場をかりまして皆様

にお願いを申し上げたいと思います。

最後になりますが、この１年間、ふつつか

な委員長を支えていただきました副委員長初

め、委員の先生方、そして執行部の皆様に心

より感謝を申し上げまして、私のあいさつと

させていただきます。

１年間まことにお世話になりました。あり

がとうございました。(拍手)

それでは、一応書いてありますので、池田

副委員長からごあいさつ願います。

○池田和貴副委員長 最後でございますの

で、ごあいさつの機会を委員長の方から御指

名いただきました。一言お礼を申し上げたい

と思います。

本当に委員の先生方には、松田委員長のサ

ポートをしながら、先生方の御指導を受けま

した。大変ありがとうございました。また、

執行部の皆さん方にも、御丁寧な答弁、また

真摯な取り組みをしていただきましてまこと

にありがとうございました。

松田委員長と２人で商工観光労働部が所管

をする各部署を回らせていただきましたが、

非常にいい勉強、外から見ると、今熊本は企
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業立地の面では勝ち組というふうに位置づけ

られているわけでございますが、この委員会

の席では、そういったお褒めの言葉もなく、

耐えられていらっしゃいました。皆様方、大

変だったとは思いますが、今後とも、これが

すそ野に広がっていけるように、ぜひともま

た今以上の御尽力をお願い申し上げまして、

私の最後のごあいさつとさせていただきま

す。

ありがとうございました。お世話になりま

した。(拍手)

○松田三郎委員長 以上をもちまして第５回

の経済常任委員会を終了いたします。

どうもありがとうございました。

午後３時０分

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

経済常任委員会委員長


